
島根県土木工事仕様書

主任監督員 監督員

契約後速やかに監督職員と協議を行うこと。

国補 文書番号 浜整第１６０１号

照
合

課長 照合者

（１） 電子入札とする。

（２） 入札回数は１回とし、再度入札は行わない。

　円

　円

　円

（注１） 建設リサイクル法対象の有無 無

（注２）

（注３）

（注４）

（注５） 配置技術者について

（１）

（２）

（３）

（注６）

（注７）

（注８）

（注９）

（注１０）

打ち合わせ確認欄

総括監督員

島根県土木工事仕様書

工事名 御部ダム　ダムメンテナンス事業　ダム管理用制御処理設備更新工事

査定番号 施行位置 浜田市三隅町黒沢地内外

工事種別 通信設備工事 建設工事の種類 電気通信工事

契
約
の
方
法
及
び
条
件

契約方法 簡易型一般競争 開札場所 浜田県土整備事務所　契約業務課

開札日時 質問期限

入札保証金
島根県会計規則第６１条の２第３号の規定により免
除する。

契約保証金

島根県会計規則第６９条第１項の規定により契
約金額の１０／１００以上。ただし、落札者が
同規則第６９条の２の各号いずれかに該当する
場合は免除する。

前金払 有 部分払 R5年度4回以内、R6年度4回以内とする

調査基準価格 設ける 完成期日 令和　７年　３月２１日

その他の条件

現場説明 実施しない

契
約
の
内
容

区分 契約年月日 着手年月日 竣工年月日 請負金額

当初契約

変更契約

変更契約

受注者
住所・氏名

落札後において、配置技術者の重複等によって配置技術者の配置ができないことが明らかとなった場合は、契約前であれば契約
を締結しないこともあり得ること。また、契約後であれば契約を解除することもあり得ること。

落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算した金額を落札価格とするので、入札
書に記載する金額は見積った契約希望金額（消費税及び地方消費税相当額を含んだ額）の１１０分の１００に相当する金額とす
ること。この場合、１０％に相当する金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとすること。

落札決定後、契約締結までの間に落札者が入札参加の資格制限又は指名停止を受けた場合は、契約を締結しません。

監
督
職
員

総括監督員 主任監督員 監督員

加入義務のある社会保険等（健康保険、厚生年金保険、雇用保険）に加入していない者を全ての下請契約（２次下請以降も含
む）において下請負人としてはならない。

受注者が上記（８）に違反していると認める場合、違約罰の請求及び指名停止措置、並びに成績評定点の減点を行う。（ただ
し、発注者の指定した期間までに当該下請負人が社会保険等に加入し、発注者が加入を確認した場合はこの限りではない。）

本工事は「島根県公共工事共通仕様書」並びに「島根県公共工事共通仕様書　特記事項」を適用する。
これらについては、次の島根県ホームページを参照のこと。
https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kouji/kouji_info/shiyousho/

記

事

本件は、島根県会計規則及び島根県建設工事等入札執行要領の定めるところにより執行する。

入札に参加しようとする者の間に別紙に示す資本関係又は人的関係がないこと。

請負代金の額が３００万円以上の工事においては、受注者は中間前金によるか又部分払によるかを契約締結時に選択するものと
し、契約締結後の変更は認めないものとする。

請負代金の額が５００万円以上の工事については、工事成績評定結果を公表します。

請負代金の額が４，０００万円（建築一式工事は８，０００万円）以上の工事については、主任技術者又は監理技術者を工事現
場に専任で配置しなければならない。

入札日以前又は入札当日において、他の工事を受注又は落札したことによって配置技術者を配置できなくなった場合は、本工事
の入札参加資格を失うため、入札書提出前であれば、入札辞退届を提出すること。また、入札書提出後であれば、配置技術者を
配置できなくなった旨を届け出ること。

令和5年9月15日　10:10
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１， 特許権等権利の対象となっている施工方法の指定（第８条）

２， 監督職員を２人以上置く場合のそれぞれの監督員の有する権限内容（第９条第３項）

３， 中等を超える品質を必要とする工事材料（第１３条第１項）

４， 監督員の検査を受けて使用すべき工事材料の指定（第１３条第２項）

５， 監督員の立会のうえ調合すべき工事材料の指定（第１４条第１項）

６， 調合について見本検査を受けるべき工事材料の指定（第１４条第１項）

７， 監督員の立会のうえ施工すべき工事の指定（第１４条第２項）

８， 見本又は工事写真等の記録を整備すべき工事材料の調合又は工事の施工（第１４条第３項）

９， 支給材料及び貸与品の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引渡時期（第１５条第１項）
不用となった支給材料又は貸与品の返還方法（第１５条第９項）
支給材料の使用方法（第１５条第１１項）

10， 工事の施工上必要な用地で発注者が確保するものの指定（第１６条第１項）

11， 部分払いの対象とする工事材料及び工場製品の指定（第３８条第１項）

12， 部分引渡しを受ける部分の指定（第３９条第１項）

13， 火災保険その他の保険に付さなければならないもの（第５３条第１項）



（別紙）
入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

①資本関係以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が
　更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。
　(ｲ)親会社と子会社の関係にある場合
　(ﾛ)親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

②人的関係以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(ｲ)については、会社の一方
　が更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。
　(ｲ)一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合
　(ﾛ)一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合

③その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
　その他上記①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合



請負金に関する特記仕様書 
１．各年度における支払限度額について 

  本工事は債務負担行為に係る契約であり、予定価格に対する各会計年度における支

払限度額及び出来高予定額を以下のとおり見込んでいる。 

  なお、本限度額は予定価格（１８８，３８１，６００円）に対するものであり、請

負額に対する支払限度額及び出来高予定額については、再計算の上、請負契約書に記

載するものとする。 

  支払限度額 

   ・令和５年度           ５５，３４１，０００円  

   ・令和６年度          １３３，０４０，６００円 

支払限度額に対する出来高予定額 

   ・令和５年度           ６１，４９０，０００円 

・令和６年度          １２６，８９１，６００円 

２．各年度の前払い金について 

  令和５年度～令和６年度の前払い金は、当該会計年度の出来高予定額の４０％以内

とする。 
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明示項目 明示事項 制約条件等

１．工程関係 １．関連する別途発注工事 調整項目

　 　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

調整が必要な工事名：

調整が必要な工事の工期：

２．施工時期、施工時間及び施工工法の制限 制限される工種名：

施工時期及び施工時間：

施工方法：

３．他機関等との協議が未完了 協議機関名：

協議完了見込み時期：

４．他機関等協議による工程条件 制限される工種名：

施工期間：

５．占用物件工事との工程調整 占用物件名

　　　　　　　　（工事時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　（工事時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　（工事時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　（工事時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　（工事時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６．漁業協同組合との調整 漁業協同組合名：

　　 　内水面漁業協同組合については島根県公共工事共通仕様書特記事項による

７．工期 予定工期：令和7年3月21日限り

工期には、雨天・休祭日、夏期休暇・年末・年始休暇及び官公庁の土曜閉庁日を

見込んでいる。

８．週休２日工事の試行対象工事

９．その他 内容：

施工条件書

土砂・資材の流用 仮設又は工事用道路の調整 施工順序の調整

その他

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

電気

電話

水道

ガス

その他

あり なし

あり なし

あり なし
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

２．用地関係 １．用地補償物件の未処理箇所 未処理箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　No. 　　　～No.

完了見込み時期：

２．仮設ヤードの指定 仮設ヤード

使用期間：

別添図面等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（面積：　　　　　㎡）

使用条件・復旧方法：

占用料又は借上費

３．その他 内容：

３．公害対策関係 １．施工方法、建設機械・設備等の制限 制限項目

　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定工法名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他：

　　　　　　　　　　　　　　　　工種：

　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．事業損失防止に関する調査 調査項目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

調査方法

調査費

３．その他 内容：

あり なし 別添図等

あり なし 官有地 民有地

ヤード位置図 ヤード平面図

必要 不要

あり なし

あり なし

騒音 振動 水質

その他

粉じん

施工方法

建設機械・設備

作業時間

その他

あり なし

騒音測定 振動測定 水質調査

地盤沈下測定 近隣家屋の事前・事後調査

地下水位等の調査 その他

別途資料 別途協議

計上あり 別途協議

あり なし
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

４．安全対策関係 １．交通安全施設関係の指定

　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　配置人員：　　　　　　　　　　人（内、交通誘導員Ａ　　　　人）

２．近接公共施設等に対する制限 近接公共施設名

　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　施工時間：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　制限を受ける工種：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　制限内容：

３．落石、土砂崩落又は発破作業等に対する防護施設 防護施設等の配置

設置期間：

４．労働安全衛生法第30条第2項に基づく、特定元方事業者の指名

　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

５．その他 内容：

あり なし 交通安全施設等の配置

別添図等

その他

交通誘導員の配置

あり なし

鉄道 電気 電話 水道

その他

施工時間の制限

作業制限

あり なし 別途資料 別途協議

あり なし

本工事の請負者

関連他工事の請負者

工期当初より指名予定

工期途中より指名予定（今後別発注工事があった場合）

あり なし
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

５．工事用道路関係 １．一般道路（搬入路）の使用制限 経路

　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．仮設道路の設置条件 構造・延長等

３．その他 内容：

６．仮設備関係 １．仮設備の引渡し又は引き継ぎ 引き渡す（引き継ぎを受ける）仮設備：

引き渡す（引き継ぎを受ける）工事名：

引き渡す（引き継ぎを受ける）時期：

引き渡し時（引き継ぎを受ける時）の条件：

２．仮設物の構造及び施工方法の指定 構造・設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　工法名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　制約事項：

３．その他 内容：

あり なし 別添図等 別途協議

使用期間

使用時間帯

別添図等 別途協議使用中及び使用後の措置

あり なし 別添図等 別途協議

別添図等 別途協議安全施設等

別添図等 別途協議使用中及び使用後の措置

あり なし

あり なし

あり なし 別添図等 その他

施工方法の指定

設計条件の指定

あり なし
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

７．建設副産物関係 １．建設発生土搬出先の受入条件 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　制約事項：

２．建設廃棄物の処理条件 　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　制約事項：

　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３．その他 内容：

８．工事支障物件等 １．工事支障物件 支障物件名

　　　　　　　　　　　　　協議

　　　　　　　　　　　　　位置：

　　　　　　　　　　　　　移設時期：

　　　　　　　　　　　　　協議

　　　　　　　　　　　　　位置：

　　　　　　　　　　　　　移設時期：

　　　　　　　　　　　　　協議

　　　　　　　　　　　　　位置：

　　　　　　　　　　　　　移設時期：

　　　　　　　　　　　　　協議

　　　　　　　　　　　　　位置：

　　　　　　　　　　　　　移設時期：

　　　　　　　　　　　　　協議

　　　　　　　　　　　　　位置：

　　　　　　　　　　　　　移設時期：

２．試掘調査 調査箇所数：　　　　　　箇所

位置：

３．その他 内容：

あり なし 押土・整地 その他

受入側の制約

あり なし 処理施設の指定

受入側の制約

その他

あり なし

あり なし

電気 済み 未了

電話 済み 未了

水道 済み 未了

ガス 済み 未了

その他 済み 未了

あり なし

あり なし
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

９．排水工 １．汚水・泥水の排水制限 内容

（汚水処理を含む）

２．水質調査 調査項目

３．水中ポンプ 口径：

台数：

４．その他 内容：

あり なしあり なし

あり なしあり なし

あり なしあり なし

常時排水 作業時排水

あり なし
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

10．薬液注入 １．薬液注入 工法区分：

注入材料

施工範囲

　　　　　　　　　対象土量：　　　　　　　m3

　　　　　　　　　対象範囲の土質：

削孔

　　　　　　　　　削孔間隔及び配置：

　　　　　　　　　削孔総延長：

　　　　　　　　　削孔本数

注入量

　　　　　　　　　総注入量：

　　　　　　　　　土質別注入率：

その他

あり なしあり なし

溶液型 有機 無機

懸濁型

瞬結 中結 長結
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明示項目 明示事項 制約条件等

施工条件書

11．その他 １．工事用資機材の保管又は仮置き場の指定 場所：

期間：

２．現場発生品 品名：

引渡場所：

運搬距離：

３．植栽保険 樹木名・本数等：

４．中間検査 検査回数：

５．部分使用 部分使用範囲：

目的：

部分使用期間：

６．技術管理上特に必要な資料 資料名：

７．台帳の作成 対象台帳：別添 作成対象台帳一覧参照

８．遠隔臨場試行要領の適用 「建設工事等の現場の遠隔臨場に関する試行要領（案）」に基づき、

受発注者協議のうえ適用の可否を確認

島根県技術管理課HP：https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kouji/kouji_info/hin/

９．島根県検査書類限定型工事試行要領の適用 「島根県検査書類限定型工事試行要領」に基づき、受発注者協議のうえ適用

の可否を確認

島根県技術管理課HP：https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kouji/kouji_info/hin/

10．その他 内容：

あり なしあり なし

あり なしあり なし

あり なしあり なし

あり なしあり なし

あり なしあり なし

あり なし

あり なしあり なし １回 ２回

あり なし

あり なし

あり なし



御部ダム　ダムメンテナンス事業　ダム管理用制御処理設備更新工事

（〇印のない特記仕様書は、本工事適用外）

適用

09_取得補償立木の伐採に関する特記仕様書

10-1_木製構造物の施工に関する特記仕様書

10-2_木製構造物の施工に関する特記仕様書（参考図等）

15_急傾斜地崩壊対策工事特記仕様書

16_現場代理人の兼務に関する特記仕様書(様式)

16-1_現場代理人の兼務に関する特記仕様書（特記仕様書例：東部・隠岐）R5.1.1版

16-2_現場代理人の兼務に関する特記仕様書（特記仕様書例：西部）R5.1.1版

17_路側防護柵（土中埋め込み方式）の施工に関する特記仕様書

21_アンカー工に関する特記仕様書

22_鉄筋挿入工に関する特記仕様書

31-1_快適トイレに関する特記仕様書

31-2_快適トイレ（様式1）

33_運搬費及び準備費の設計変更に関する特記仕様書（農業農村整備編）

38_暗渠排水工に係る特記仕様書（農業農村整備事業）

※「特記仕様書①一覧」に掲げる特記仕様書は、島根県ホームページに一括掲載する。

技術管理課ホームページ

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kouji/kouji_info/shiyousho/

※本工事に適用する特記仕様書は、この「特記仕様書①一覧」に示す特記仕様書のほか、個別に添付して

いるものがあるので注意のこと。

特記仕様書①適用一覧

工事名

当該工事の実施に当たり適用する特記仕様書は、「特記仕様書①一覧表」の「適用」欄に〇印がある特記仕様
書である。ただし、契約後、変更指示等で適用対象とする場合がある。

特記仕様書①一覧

特記仕様書名

適用なし



島根県週休２日工事特記仕様書（土木部編） 

本工事は、島根県週休２日工事（以下「週休２日工事」という）の対象工事である。 

１ 定義 

（１） 「週休２日工事」における「週休２日」とは、対象期間において、週休２日相当（４週８

休以上）の現場閉所をすることをいう。 

（２） 「対象期間」とは、工事着手日（現場事務所等の設置、または測量の開始）から工期末の

２０日前までの期間をいう。なお、年末年始６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施

している期間、工事全体を一時中止している期間のほか、発注者が週休２日の対象外とす

る期間は含まない。空港土木工事にあっては、これらに加えて、空港の運用制限により作

業が中止となった期間は含まない。 

（３） 「現場閉所」とは、巡回パトロールや保守点検等、監督職員が必要と認めた現場管理上必

要な作業を行う場合は除き、１日を通して現場及び現場事務所が閉所された状態をいう。 

なお、現場事務所または会社等で当該工事に関連する事務作業のみを行う場合は現場閉

所とはならない。 

２ 実施方法 

（１） 受注者は、受注者希望型においては、契約後、施工計画書の提出時に、「週休２日工事」

の実施希望の有無を発注者に書面（別紙様式１）にて報告するものとする。 

（２） 受注者は、発注者指定型においては、契約後、工期に関する特記仕様書に定める週休 2日

工事を確保できる工期を受発注者間で共有した後、速やかに「休日取得計画表（島根県版）」

等により取得計画を監督職員へ提出するものとする。 

３ 実施報告 

受注者は、対象期間終了後、すみやかに対象期間全体の休日等取得実績表を提出しなければなら

ない。 

なお、休日等取得実績表の提出にあたっては、島根県週休２日工事試行要領及び本Ｑ＆Ａを確認

の上、作成し、その際、現場閉所の取り扱いに疑義がある現場作業については、監督職員へ確認しな

ければならない。 

４ 工事費の積算及び設計変更 

発注者は、「発注者指定型」においては、発注時点で４週８休以上のそれぞれの経費に補正係数を

乗じるものとし、週休２日相当の現場閉所率が確保できなかった場合は、補正なしとして設計変更

するものとする。 

「受注者希望型」においては、週休２日の取り組みに際して、対象期間中の現場の閉所状況に応じ

て、以下のとおり、それぞれの経費に補正係数を乗じて設計変更するものとする。 

「発注者指定型」、「受注者希望型」いずれの取り組みを行った場合であっても、現場閉所率が確保

できなかった事由について、疑義がある場合は受発注者協議により確認すること。 

（１） 現場の閉所状況 

①４週８休以上 

現場閉所率が２８．５％（８日／２８日）以上の場合 

②４週７休以上４週８休未満 

現場閉所率が２５．０％（７日／２８日）以上の場合 

③４週６休以上４週７休未満 

現場閉所率が２１．４％（６日／２８日）以上の場合 

（２）補正係数 

労務費 
機械経費 

（賃料） 
共通仮設費率 現場管理費率 

①４週８休以上 
1.05 

(1.05) 

1.04 

(1.04) 

1.04 

(1.03) 

1.06 

(1.04) 

②４週７休以上 

４週８休未満 

1.03 

(1.03) 

1.03 

(1.03) 

1.03 

(1.02) 

1.04 

(1.03) 

③４週６休以上 

４週７休未満 

1.01 

(1.01) 

1.01 

(1.01) 

1.02 

(1.01) 

1.03 

(1.01) 

※下段（）書きの数値は、空港土木工事に適用する。 

※空港灯火工事は労務費のみを補正の対象とする。 

※市場単価方式による積算にあたっては、別表１に示す補正係数を乗じるものとする。 



５ 履行証明書 

受注者は、２ 実施方法により週休２日に取り組み、４週６休以上の現場閉所が確認でき、かつ竣工

検査に合格した工事について、週休２日工事履行証明書（様式２）により、発注者に履行証明を求め

ることができる。 

６ 提出書類の虚偽 

提出された休日等取得実績表に虚偽の記載が工事中又は工事完了後に判明した際には、建設業法

等に基づき、不誠実な行為として取り扱う。 



別表１

市場単価方式による週休２日の取得に要する費用の計上に関する補正係数

４週６休以上

４週７休未満

４週７休以上

４週８休未満
４週８休以上

鉄筋工（太径鉄筋含む） 1.01 1.03 1.05

鉄筋工（ガス圧接工） 1.01 1.02 1.04

設置 1.00 1.01 1.02

撤去 1.01 1.03 1.05

設置 1.00 1.01 1.01

撤去 1.01 1.03 1.05

設置 1.00 1.01 1.01

撤去 1.01 1.03 1.05

設置 1.01 1.03 1.04

撤去 1.01 1.03 1.05

防護柵設置工（落石防護柵） 1.00 1.01 1.02

防護柵設置工（落石防止網） 1.01 1.02 1.03

法面工 1.00 1.01 1.02

吹付枠工 1.01 1.02 1.03

木材チップ植生基材吹付工 1.00 1.01 1.02

植樹 1.01 1.03 1.05

剪定 1.01 1.03 1.05

橋梁用伸縮継手装置設置工 1.00 1.01 1.02

橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工 1.00 1.02 1.04

薄層カラー舗装工 1.00 1.00 1.01

設置 1.00 1.01 1.01

撤去・移設 1.01 1.03 1.04

設置 1.00 1.01 1.02

撤去 1.01 1.03 1.05

公園植栽工 1.01 1.03 1.05

軟弱地盤処理工 1.00 1.01 1.02

橋面防水工 1.00 1.01 1.02

グルービング工 1.00 1.01 1.01

鉄筋挿入工（ロックボルト工） 1.01 1.02 1.03

コンクリート表面処理工

（ウォータージェット工）
1.00 1.01 1.01

硬質塩化ビニル管設置工 1.01 1.02 1.03

リブ付硬質塩化ビニル管設置工 1.01 1.02 1.03

砂基礎工 人力施工 1.01 1.03 1.05

防護柵設置工（ガードレール）

名称 区分

補正係数

インターロッキングブロック工

防護柵設置工（ガードパイプ）

防護柵設置工（横断・転落防止柵）

道路標識設置工

道路付属物設置工

道路植栽工



別表１

市場単価方式による週休２日の取得に要する費用の計上に関する補正係数

４週６休以上

４週７休未満

４週７休以上

４週８休未満
４週８休以上

名称 区分

補正係数

砂基礎工 機械施工 1.01 1.03 1.05

砕石基礎工 人力施工 1.01 1.03 1.05

砕石基礎工 機械施工 1.01 1.03 1.05

組立マンホール設置工 1.01 1.03 1.05

小型マンホール工 1.00 1.00 1.01

取付管およびます設置工 ます設置工 1.00 1.01 1.01

取付管およびます設置工
取付管布設

及び支管取付工
1.00 1.01 1.02

※「木材チップ現地破砕工」、「大型ブロック工」については、「建設工事積算基準第15編（単価）」によ

る。



（様式２）

令和　　年　　月　　日

（発注機関の長）　様

（受注者名）

　貴県発注の下記工事について、週休２日工事の実績を証明願います。

工 事 名 ：

工 事 箇 所 ：

工 期 ： 令和　年　月　日　～　令和　年　月　日

竣 工 検 査 日 ： 令和　年　月　日

受 注 者 名 ：

週休２日の実績内容 ： ○週○休以上（現場閉所率○％以上）

※○に下記を参考に該当の数字を記載する。

①４週８休以上（現場閉所率２８．５％以上）

②４週７休以上４週８休未満（現場閉所率２５．０％以上）

③４週６休以上４週７休未満（現場閉所率２１．４％以上）

下線部分は該当内容を記載後、行を削除すること。

　上記のとおり、相違ないことを証明します。

令和　　年　　月　　日

（証明者）

（証明する機関の長）　印

週休２日工事履行証明書



工期に関する特記仕様書

１．当初工期の日数算出方法

上記が「その他」の場合の具体的な設定方法

２．当初工期の設定において、制限となる事項の有無
制限なし
上記が「制限あり」の場合、その具体的な理由

３．当初工期に見込んでいる各種日数 単位:日

①準備期間 40
②後片付け期間 20

202

(162)
④その他

262
※1 休日と悪天候により作業ができない日数

４．当初工期の確認

５．当初算定工期及び施工中における工期の変更方法

６．受注者の工期検討及び受発注者の役割について

　受注者は発注者が定めた当初工期日数について、適正な工期日数であるかを速やかに確
認しなければならない。なお、この結果は受発注者双方が共有するものとする。

　島根県公共工事請負契約約款第２４条に基づく協議に関して、受注者は当初算定工期に
ついて、工事工程のクリティカルパス等を明確にした上で協議することが出来る。
　なお、発注者は受注者が作成した工程が妥当であると判断でき、当初発注時の工期では
工事完了が困難であると認められる場合かつ、「２．当初工期の設定において、制限とな
る事項の有無」を「制限なし」とした場合、工期の変更に応じなけばならない。
　また、施工中に生じた不測の事態のため、工期延期が必要となった場合についても、上
記に準じて行うものとする。

　当初工期の変更が必要と判断した場合、または前工程で受注者の責によらない事象で工
程遅延が発生する等により適正な工期を確保できなくなった場合は、受注者は速やかに発
注者にその旨を報告し、元下間で協議・合意した結果を以て発注者と協議を行うものとす
る。発注者は協議があったときは、工期変更等の方針を明確にしなければならない。

積み上げ方式による工期設定

③不稼働日数※１

（　）の数値は③のうち土日，祝日，年末
年始（６日），夏期休暇（３日）

計



地域外からの労働者確保に要する間接費の設計変更の特記仕様書

１ 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理費」
の下記に示す費用（以下「実績変更対象間接費」という。）について、地域外から労
働者を確保したことにより、建設工事積算基準（島根県農林水産部・土木部）に基づ
く金額相当では適正な工事の実施が困難になった場合は、実績変更対象間接費の支
出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計変更する「労働者確保に関する積算方法
の試行工事」である。 

   営 繕 費：労働者送迎費、宿泊費、借上費 
   労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用 
２ 本工事の予定価格の算出の基礎とした設計額（建設工事積算基準に基づき算出した額）

における実績変更対象間接費の割合は次のとおりである。 
１）共通仮設費（率分）に占める実績変更対象間接費（労働者送迎費、宿泊費、借上

費）の割合：１０．６４％ 
２）現場管理費に占める実績変更対象間接費（募集及び解散に要する費用、賃金以外

の食事、通勤等に要する費用）の割合：１．１２％ 
３ 労働者を地域以外から確保せざるを得なくなった場合には、事前に監督職員と「労働

者確保に係る実施計画書（様式１）」、提出書類により必要性を示し協議するものとす
る。 

４ 受注者は、実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更を希望する場合は、実
績変更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「労働者確保に係る実績報告書（様式
２）」及び実績変更対象間接費について実際に支払った全ての証明書類（領収書、領
収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書など。）を監督職員に提出し、
設計変更の内容について協議するものとする。 

５ 受注者の責めによる工事工程の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由による増加費用
については、設計変更の対象としない。 

６ 発注者は、実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更する場合、受注者が実
績変更対象間接費について実際に支払った額のうち証明書類において確認された費
用から、建設工事積算基準に基づき算出した額における実績変更対象間接費を差し
引いた費用を加算して算出する。 

  なお、全ての証明書類の提出がない場合であっても、提出された証明書類を持って設
計変更を行うものをする。 

７ 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については、法的措置及び入札
参加資格制限等の措置を行う場合がある。 

８ 受注者は、実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた場合は、監督
職員と協議するものとする。 







御部ダム ダムメンテナンス事業 

ダム管理用制御処理設備更新工事 

機器仕様書 

島根県 浜田県土整備事務所 
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第1章  総 則 

1－1 適用 

本仕様書は、御部ダムのダム管理用制御処理設備の設置に係る機器仕様について規定

するものである。 

1－2 適用規格及び技術基準 

本設備は、「ダム管理用制御処理設備標準設計仕様書・同解説（平成28 年8 月 国土交

通省）」（以下「標準設計仕様書」という）」による他以下によるものとする。 

1－3 周囲条件 

本設備は次に示す周囲の環境において正常な機能を果たし、かつ連続的な運転に耐え

るものとする。 

（屋内） 

温  度 ： 10～35℃（ただし、カラ－レ－ザプリンタは10～30℃） 

相対湿度 ： 30～80％（結露無きこと） 

（屋外：ゲート室内及び水位計室内） 

温  度 ： －10～40℃ 

相対湿度 ： 20～80％（結露無きこと） 

1－4 供給電源 

各装置に供給する電源は原則として次のとおりとし、カラ－レ－ザプリンタを除き無

停電電源装置(10kVA)から供給するものとする。 

電 圧 ： AC100V±10％ 

周波数 ： 60Hz±5％ 

1－5 構造 

本設備は次の条件によるほか、発注者、受注者打合せの上、決定する。 

(1) 一般構造 

本設備の装置構造に従い、単位機能毎にできるだけブロック化して組み立てるもの

とする。 

各装置には、調達の容易な汎用部品を使用する。各装置は、分解又は保守の容易な

構造とする。架体構造のものは、保守点検等が前面又は後面から行えるものとする。 

FA パソコン等に使用する操作テ－ブルは汎用テ－ブルとし、機器の保守点検等が

前面又は後面から行えるものとする。 
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(2) 組立構造 

装置の組立構造はユニット組み立てを原則とし、不適当なものを除きプラグイン方

式又はこれに準ずる接続方法によるものとする。 

(3) 操作機構部 

各装置の操作機構部は、操作の種類、順序、操作方法などが容易に理解可能な配列

構造とし、かつ操作スイッチの重要性に応じて誤操作などを生ずる恐れのない構造と

する。 

(4) 使用材料及び部品 

各機器を構成する部品、材料及び機器間の接続材料等は原則として規格品を用いる

こと。 

使用する半導体は、適用規格及び技術基準に適合した信頼度を有するものを使用す

ること。 

(5) 耐震対策を考慮した構造とする。 

1－6 銘板 

装置銘板には装置名、装置型名、製造番号、製造年月及び製造者名を記載し装置に貼

り付けること。 

主要部分には回路図等と照合できる記号あるいは番号を付けるものとする。また、取

り扱い上、特に注意を要する箇所には赤字でその旨を表示すること。 

1－7 塗装 

(1) 汎用品については、製造者標準の塗装処理とする。 

(2) 汎用品以外の装置については、防錆処理後焼付け等の処理を行うものとする。 

(3) 塗装色は、製造者標準色とする。 



2-3 

第2章  設備機能仕様 

2－1 一般事項 

2－1－1 システム構成 （1－3 仕様の範囲）

本設備のシステム構成は別紙－1のとおりとする。 

2－1－2 施設諸元 

(1) ダム・貯水池諸元 

ダム及び貯水池の諸元は以下に示すとおりである。 

表 2-1 ダム及び貯水池諸元 

項 目 諸 元 

名  称 御部ダム 

所在地 島根県浜田市三隅町黒沢地内外 

河  川 三隅川水系三隅川 

目  的 洪水調節、流水の正常な機能の維持及び発電 

形 式 重力式コンクリ－トダム 

集水面積 102.40km2  

湛水面積 1.04 km2  

総貯水容量 16,800,000m3

有効貯水容量 15,500,000m3

洪水調節開始流入量 120m3/s 

洪水調節容量 13,500,000m3

流水の正常な機能の維持容量 2,000,000m3

堆砂量 1,300,000m3

堤 高 63.00m   

堤頂長 177.00m   

堤体積 130,000m3  

ダム天端標高 EL.127.60m 

設計洪水位 EL.125.50m 

サ－チャ－ジ水位 EL.122.50m 

常時満水位 EL.98.60m （コンジット 口標高）

最低水位 EL.89.90m 

基礎標高 EL.64.60m 

設計洪水流量 1,740m3/s 

計画高水流量 1,030m3/s 

計画放流量 530m3/s (最大600 m3/s) 

計画調節容量 500m3/s 
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(2) 放流設備の構成 

放流設備の構成は図 2-1のとおりである。 

放流設備

クレスト自由越流堰

1号常用洪水吐(左岸）

2号常用洪水吐(右岸)

表面取水ゲート

制水バルブ（φ1200）

河川放流主バルブ（φ400）

非常用放流設備

常用放流設備

取水設備

利水放流設備

河川放流副バルブ（φ400）

御部発電所発電設備

図 2-1 放流設備の構成 

(3) 洪水吐放流設備諸元 

表 2-2 非常用洪水吐諸元表 

項 目 諸 元 

名  称 非常用洪水吐 

形 式 クレスト自由越流堤 

寸 法 

H3.00m×W13.50m×1門 

H3.00m×W12.00m×6門 

H3.00m×W11.25m×2門 

放流堰敷高 EL.122.50m   

表 2-3 常用洪水吐諸元表 

項 目 諸 元 

名  称 1号常用洪水吐(左岸)、2号常用洪水吐(右岸) 

形 式 オリフィスによる自然調節 

寸 法 H3.31m×W4.62m×2門 

 口敷高 EL.98.60m  
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(4) 取水設備諸元 

表 2-4 表面取水設備諸元表(1/4) 

項 目 諸 元 

名  称 表面取水ゲ－ト 

形 式 鋼製3段シリンダ－ゲ－ト 

寸 法 φ1,000mm、φ1,2500mm、φ1，500mm×1基   

開閉装置方式 電動ワイヤ－ロ－プ巻取り式 

揚 程 22.500m 

取水深 1.00m 

開閉速度 0.3m/min 

ゲ－ト敷高 EL.82.00m   

(5) 利水放流設備諸元 

表 2-5 制水バルブ（φ1200）諸元表 

項 目 諸 元 

名  称 制水バルブ 

形 式 スル－スバルブ 

寸 法 φ400mm×1門  

開閉装置方式 電動スピンドル式 

開閉速度 0.10m/min 

操作方式 機側操作 

表 2-6 河川放流副バルブ（φ400）諸元表 

項 目 諸 元 

名  称 河川放流副バルブ

形 式 スル－スバルブ 

寸 法 φ400mm×1門

開閉装置方式 電動スピンドル式 

開閉速度 0.10m/min 

操作方式 機側操作 

表 2-7 河川放流主バルブ（φ400）諸元表 

項 目 諸 元 

名  称 河川放流主バルブ

形 式 ジェットフロ－ゲ－ト 

寸 法 φ400mm×1門

開閉速度 0.10m/min 

開閉装置方式 電動スピンドル式 

操作方式 機側操作/遠方操作 
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(6) 発電所諸元 

表 2-8 御部発電所諸元表 

項 目 諸 元 

名  称 御部発電所 

種 別 一般水力 

発電形式 ダム式 

発電方式 貯水池式 

認可最大出力 460kW （常時出力 180kW） 

最大使用水量 2.00m3/s 

有効落差 29.76m 

水車 横軸フランシス水車 出力490kW×1台 

発電機 横軸三相交流誘導発電機×1台 

導水路 （内径）1200mm～800mm （延長）95.4ｍ 

入口弁 バタフライバルブ 

取水位 EL.98.60m 

放水位 EL.68.00m 
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2－2 機能の選択 （3－1 機能の選択）

本設備の洪水調節方式は「自然調節ダム」とする。 

標準設計仕様書に対する機能の選択は下表のとおりとする。本工事の対象は○で示す。 

処理機能の詳細は、機能区分毎の仕様による。 

表 2-9 処理機能の選択（1/5） 

機能 

区分 
小分類 

標準仕様 

(H28年) 

自然調節

本工事 

対象 
備 考 

入
出
力

ダム貯水位入力 ● ○ 貯水位計（主）、貯水位計（副） 

ゲ－ト開度入力 ▲ －  

バルブ開度入力 ● ○ 
河川放流主バルブ、副バルブ、制水バル

ブ 

ゲ－ト SV入力 ▲ －  

バルブ SV入力 ▲ ○ 
河川放流主バルブ、副バルブ、制水バル

ブ 

バルブ流量計入力 ▲ ○ 取水放流管流量（φ1200） 

選択取水設備内外水位入力 ▲ －  

選択取水設備取水位入力 ▲ ○ 取水ゲ－ト開度 

発電使用水量入力 ▲ ○ 御部発電所使用水量 

発電状態入力 ▲ －  

ゲ－ト開閉信号出力 ▲ ○  

バルブ開閉信号出力 ▲ ○ 河川放流主バルブ 

選択取水設備制御信号出力 ▲ －  

選択取水設備設定取水深出力 ▲ －  

選択取水設備向貯水位出力 － ○  

択取水設備取水深入力 － ○  

通

信

テレメ－タ観測雨量入力 ● ○ 御部ダム、弥栄、木都賀、二川、井野 

テレメ－タ観測河川水位入力 ▲ ○ 三隅 

上位局向け通信装置への出力 ▲ ○ 
水防情報システム（県庁向） 

ダム情報提供装置（浜田県土） 

電話応答通報装置への出力 ▲ ○ ダム水文量、TMデ－タ、地震 

地震観測装置からの入力 ▲ ○ 上部(水位計室)、監査廊 

気象観測装置からの入力 ▲ －  

堤体観測装置からの入出力 ▲ －  

（凡例）標準仕様（H28年）自然調節●：基本機能、▲オプション機能、－：機能なし 

（凡例）本工事対象 ○：機能あり、－：機能なし 
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表 2-9 処理機能の選択（2/5） 

機能 

区分 
小分類 

標準仕様 

(H28年) 

自然調節

本工事 

対象 
備 考 

ダ
ム
水
文
量
演
算

貯水位平滑 ● ○  

有効容量内貯水量 ● ○  

 〃   貯水率 ● ○  

 〃   空容量 ● ○  

利水容量内貯水量 － －  

 〃   貯水率 ▲ －  

 〃   空容量 － －  

全流入量 ● ○  

全放流量 ● ○  

ゲ－ト 1門毎放流量 ▲ ○ 非常用洪水吐、常用洪水吐 

バルブ 1門毎放流量 ● ○ 河川放流バルブ 

ゲ－ト種別毎放流量 
● 

自由越流
○ 洪水吐（合計）放流量 

ダム放流量 ● －  

下流放流量 ▲ －  

発電使用水量（管理用及び他機

関） 
▲ ○ 御部発電所使用水量 

直接取水量 ▲ －  

分水量 ▲ －  

注水量 ▲ －  

自己流入量 ▲ －  

調整流量 ● ○  

流
域
水
文
量
演
算

局別 m 分雨量（m=10or15or30 

or60） 
● ○ 弥栄、木都賀、御部ダム、二川、井野 

局別 N 時間雨 量 (N=1,3,6, 

12,24) 
● ○ 〃 

局別累計雨量 ● ○ 〃 

流域平均 m分雨量

（m=10or15or30or60） 
▲ ○ 流域平均雨量 

流域平均 N時間雨量

(N=1,3,6,12,24) 
▲ ○ 〃 

流域平均累計雨量 ▲ ○ 〃 

上流河川水位 ▲ ○  

上流河川流量 ▲ ○  

下流利水基準点水位 ▲ －  

下流利水基準点流量 ▲ －  

下流治水基準点水位 ● ○ 三隅 

下流治水基準点流量 ● ○ 〃 

（凡例）標準仕様（H28年）自然調節●：基本機能、▲オプション機能、－：機能なし 

（凡例）本工事対象 ○：機能あり、－：機能なし 
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表 2-9 処理機能の選択（3/5） 

機能 

区分 
小分類 

標準仕様 

(H28年) 

自然調節

本工事 

対象 
備 考 

情
報
の
判
定
と
警
報
通
報

ダム水文量判定 ● ○  

流域水文量判定 ● ○  

操作演算判定 ▲ ○  

機器異常状態判定 ● ○  

ゲ－ト動作状態判定 ▲ －  

バルブ動作状態判定 ● ○ 河川放流主バルブ、副バルブ、制水バルブ

ゲ－ト異常状態判定 ▲ －  

バルブ異常状態判定 ● ○ 河川放流主バルブ、副バルブ、制水バルブ

表

示

ダム状況に関する情報 ● ○  

流域状況に関する情報 ● ○  

操作に関する情報 ▲ ○   

警報通報に関する情報 ● ○  

観測・計測に関する情報 ● ○  

デ
－
タ
蓄
積

操作記録情報 ● ○  

正分値 ● ○  

正時値・定時値 ● ○  

正時集計値 ● ○  

日集計値 ● ○  

月集計値 ● ○  

年集計値 ● ○  

異常判定記録情報 ● ○  

記

録

操作記録 ● ○  

管理日報 ● ○ 日報(2) 

管理月報 ● ○ 月報(4) 

管理年報 ● ○ 年報 (5) 

洪水調節報告 ▲ ○ 洪水調節報告(3) 

異常・判定記録 ● ○  

集

計

正時集計 ● ○  

日集計 ● ○  

月集計 ● ○  

年集計 ● ○  

（凡例）標準仕様（H28年）自然調節●：基本機能、▲オプション機能、－：機能なし 

（凡例）本工事対象 ○：機能あり、－：機能なし 
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表 2-9 処理機能の選択（4/5） 

機能 

区分 
小分類 

標準仕様 

(H28年) 

自然調節

本工事 

対象 
備 考 

放
流
判
断
支
援

・
流
入
量
予
測

流出予測 ▲ －  

融雪予測 － －  

洪水初期放流計画立案支援 － －  

予備放流判断支援 － －  

ただし書き操作判断支援 － －  

下流水位予測下流氾濫予測支

援 
－ －  

既往台風経路、既往洪水デ－

タとの比較支援 
－ －  

利水基準点流量チェック支援 － －  

水位低下判断支援 － －  

常用洪水吐からの越流時期予

測支援 
▲ －  

非常用洪水吐からの越流時期

予測支援 
▲ －  

操
作
演
算
１

（
目
標
流
量
計
算
）

設定流量 ▲ ○ 河川放流主バルブ 

定水位 － －  

定率定量 － －  

一定量 － －  

ただし書き操作 － －  

定開度 － －  

操
作
演
算
２

(
配
分
計
算) 

目標全放流量配分 ▲ ○ 河川放流主バルブ 

操
作
演
算
３

(

目
標
開
度
計
算) 

目標開度算出 ▲ ○ 河川放流主バルブ 

（凡例）標準仕様（H28年）自然調節●：基本機能、▲オプション機能、－：機能なし 

（凡例）本工事対象 ○：機能あり、－：機能なし 
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表 2-9 処理機能の選択（5/5） 

機能 

区分 
小分類 

標準仕様 

(H28年) 

自然調節

本工事 

対象 
備 考 

操

作

自動操作 ▲ ○ 河川放流主バルブ 

自動操作（発電代替放流） ▲ －  

半自動操作 ▲ －  

開度設定値一回限り操作 ● ○ 河川放流主バルブ 

遠方手動操作 ▲ ○  

機側操作(機側操作盤) ● ○ 河川放流主、副、制水バルブ 

訓練 訓練 － －  

操作 

ガイド

操作ガイド（ゲ－ト） － －  

操作ガイド（バルブ） ● ○ 河川放流主バルブ 

点検応

急対策

ガイド

障害時応急対策ガイド ▲ －  

定期点検ガイド ▲ －  

保守

設定 
保守設定 

● ○  

遠隔

操作 
遠隔操作 

▲ ○  

（凡例）標準仕様（H28年）自然調節●：基本機能、▲オプション機能、－：機能なし 

（凡例）本工事対象 ○：機能あり、－：機能なし 
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2－3 処理仕様 （3－2 処理仕様） 

(1) 本工事の適用 

ダムコンにおける処理機能区分に従い、本工事の適用について示す。 

表 2-10 工事の適用一覧表 

処理仕様 本工事対象 

１．入出力処理 ○ 

２．通信処理 ○ 

３．ダム水文量演算処理 ○ 

４．流域水文量演算処理 ○ 

５．情報の判定と警報演算処理 ○ 

６．表示処理 ○ 

７．デ－タ蓄積処理 ○ 

８．記録処理・集計処理 ○ 

９．放流判断支援・流出予測処理（オプション） － 

１０．操作演算処理（１，２，３） ○ 

１１．操作処理 ○ 

１２．訓練処理 － 

１３．操作ガイド処理 ○ 

１４．点検応急対策ガイド処理（オプション） － 

１５．保守設定処理    ○ 

１６．遠隔操作処理（オプション） ○ 

１７．定数設定処理（個別仕様） ○ 

１８．データ修正処理（個別仕様） ○ 

○：機能あり －：機能なし 
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2－4 入出力処理 （3－2－1 入出力処理）

(1) 本工事の適用 

入出力処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-11 入力処理の体系一覧 

処理項目 

情報項目 

前処理 デ－タ検定処理 一次加工処理 

①
サ
ン
プ
リ
ン
グ

②
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ

③
パ
リ
テ
ィ
検
定

④
イ
リ
ー
ガ
ル
コ
ー
ド
検
定

⑤
ス
ケ
ー
ル
検
定

⑥
偏
差
チ
ェ
ッ
ク

⑦
貯
水
位
標
高
変
換
処
理

⑧
貯
水
位
一
次
平
滑
処
理

⑨
開
度
の
円
弧
鉛
直
変
換
処
理

⑩
開
度
の
ゼ
ロ
補
正
処
理

⑥
流
量
平
滑
処
理

⑩
流
量
の
ゼ
ロ
補
正
処
理

貯水位デ－タの入力処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － 

開度デ－タの入力処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － 

流量デ－タの入力処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － ○ ○ 

放流設備状態信号の入力処理 ○ ○ － － － － － － － － － － 

選択取水設備内外水位デ－タの入力処理 － － － － － － － － － － － － 

選択取水設備取水位デ－タの入力処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － 

発電電力デ－タの入力処理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － 

発電状態信号の入力処理 ○ ○ － － － － － － － － － － 

○：機能あり －：機能なし 

(2) 入力情報 

入力信号とその条件は下表のとおりとする。 

表 2-12 入力情報と入力条件 

対象 

設備 
入力情報 入力信号の形態 有効桁数 

入力 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

周期 

本工事

対象 

貯水位

計 

貯水位（主） 

貯水位（副） 

無電圧ａ接点(BCD5）

無電圧ａ接点(BCD5）

999.99 (EL.m) 

999.99 (EL.m) 

常時 

常時 

0.2 秒 

0.2 秒 
○

放流 

バルブ 

河川放流主バルブ開度 

河川放流副バルブ開度 

制水バルブ開度 

FL－net（BCD3） 

FL－net（BCD3） 

FL－net（BCD4） 

999 (mm) 

999 (mm) 

9999 (mm) 

常時 0.2 秒 ○

取水管流量(瞬時値) 

取水管流量(積算値) 

FL－net（BCD4） 

FL－net（BCD4） 

9.99(m3/s) 

9.99(m3/s) 
常時 0.2 秒 ○

河川放流主バルブ状態信号 

河川放流副バルブ状態信号 

制水バルブ状態信号 

FL－net（SV） 

FL－net（SV） 

FL－net（SV） 

－ 

－ 

－ 

常時 

常時 

常時 

0.2 秒 

0.2 秒 

0.2 秒 

○

河川放流主バルブ動作中 

河川放流副バルブ動作中 

制水バルブ動作中 

無電圧ａ接点（SV） 

無電圧ａ接点（SV） 

無電圧ａ接点（SV） 

－ 

－ 

－ 

常時 

常時 

常時 

0.2 秒 

0.2 秒 

0.2 秒 

○

取水 

ゲ－ト

取水ゲ－ト開度 

取水ゲ－ト取水深 

FL－net（BCD5） 

FL－net（BCD4）

999.99(EL.m) 

99.99(m) 

常時 

常時 

0.2 秒 

0.2 秒 
○

取水ゲ－ト状態信号 FL－net（SV） － 常時 0.2 秒 ○

取水ゲ－ト動作中(未使用) 無電圧ａ接点（SV） － 常時 0.2 秒 ○

発電所 発電電力 FL－net（BCD3） 999(kW) 常時 0.2 秒 ○
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発電中、停止中状態信号 FL－net（SV） － 常時 0.2 秒 ○ 

○：機能あり －：機能なし 

(3) 出力情報 

出力信号とその条件は下表のとおりとする。 

表 2-13 出力情報と出力条件 

対象 

設備 
出力情報 出力信号の形態 有効桁数 

出力 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 

本工事 

対象 

放流 

バルブ 

河川放流主バルブ目標開度 FL－net（BCD3） 999 (mm) 起動時 ○ 

河川放流主バルブ開閉指令 FL－net（4C2） － 起動時 ○ 

放流バルブ(一括)非常停止 有電圧ﾊﾟﾙｽ (DC100V) － 起動時 ○ 

取水 G 貯水位 FL－net（BCD5） 999.99(EL.m) 常時 ○ 

発電所 

貯水位 

弥栄雨量 

流入量 

発電使用水量 

FL－net（BCD5） 

FL－net（BCD3） 

FL－net（BCD5） 

FL－net（BCD6） 

999.99(EL.m) 

999 (mm) 

9999.99(m3/s) 

9999.99(m3/s) 

常時 

常時 

常時 

常時 

○ 

○：機能あり －：機能なし 

機側操作盤向 FL－net共通メモリマップを別紙－2に示す。 

(4) 一次加工処理 

① 貯水位標高変換処理 

貯水位計の０点標高は下表のとおりとする。 

０点標高 79.00 EL.m 

貯水位計の計測範囲は下表のとおりとする。 

貯水位計 計測範囲 

貯水位計（主） 79.00～127.60 EL.m 

貯水位計（副） 79.00～127.60 EL.m 

②開度の円弧鉛直変換処理 

本工事では適用しない。 

③流量計のレンジ切換 

   本工事では適用しない。 
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2－5 通信処理 （3－2－2.通信処理）

(1) 本工事の適用 

通信処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-14 今工事の対象一覧表 

通信処理 本工事対象 

入力情報 テレメ－タ観測雨量情報 ○ 

テレメ－タ観測河川水位情報 ○ 

地震観測情報 ○ 

気象観測情報 － 

水質観測情報 － 

堤体観測情報 － 

時計（個別情報） ○ 

UPS（個別情報） ○ 

出力情報 上位局通信装置向け情報（水防情報） ○ 

ダム情報提供装置（DB）（個別情報） ○ 

電話応答通報装置向け情報 ○ 

水質観測装置向け情報 － 

堤体観測装置向け情報 － 

○：機能あり －：機能なし 

(2) 入力情報の検定処理 

入力情報のデ－タ検定処理は下表のとおりとする。 

表 2-15 入力情報のデ－タ検定処理 

通信方式

検定項目

入力情報 

信号型式 パリティ検定 
コ－ド検定 

イリ－ガル 

テレメ－タ観測雨量 RS－232C ○ ○ 

テレメ－タ観測河川水位 RS－232C ○ ○ 

地震観測情報 RS－232C － － 

気象観測情報 RS－232C － － 

水質観測情報 RS－232C － － 

堤体観測情報 RS－232C － － 

時計（個別情報） LAN － － 

UPS（個別情報） LAN － － 

○：機能あり －：機能なし 
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(3) 入力情報 

入力信号とその条件は下表のとおりとする。 

表 2-16 入力情報と入力条件 

対象 

設備 
入力情報 通信方式 有効桁数 

入力 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 

本工事 

対象 

テレ 

メ－タ 

（雨量）御部ダム、弥栄、木都賀、

二川、井野、（水位）三隅 
RS－232C 

999 (mm)×5 

99.99 (m) 

正時 

定時 
○

木都賀 

ダム諸量

閲覧装置

木都賀ダム貯水位、流入量、放流量

LAN 

999.99(EL.m) 

9999.99(m3/S) 

9999.99(m3/S) 

正時 

定時 
○ 

地震 

観測 

装置 

上部(水位計室)、監査廊 

年 

月、日、時、分、秒、1/100 秒 

計測震度 

SI値 

水平成分合成最大加速度 

垂直成分合成最大加速度 

加速度/速度(応答値１，2) 

応答値種類 

エラ－ステ－タス 

エラ－コ－ド 

3成分合成最大加速度、観測時刻 

X成分最大加速度、観測時刻 

X成分卓越周期 

Y成分最大加速度、観測時刻 

Y成分卓越周期 

Z成分最大加速度、観測時刻 

Z成分卓越周期 

RS－232C 

9999 

99×6 

9999 

9999 

9999 

9999 

9999×2 

9999 

AAAA 

AAAA 

99999 99 99 99 

99999 99 99 99 

9999 

99999 99 99 99 

9999 

99999 99 99 99 

9999 

発生時 ○

UPS 

各装置向シャットダウン信号 
LAN － 発生時 ○

UPS停電、UPS故障、UPS電圧低下 無電圧接点 
－ 発生時 ○ 

○：機能あり －：機能なし 
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(4) 出力情報 

出力信号とその条件は下表のとおりとする。 

表 2-17 出力情報と出力条件(1/2) 

（注意）雨量観測局：御部ダム、弥栄、木都賀、二川、井野、水位観測局：三隅 

○：機能あり －：機能なし 

対象 

設備 
出力情報 通信方式 デ－タ項目 

出力 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 

本工事 

対象 

水
防
情
報
シ
ス
テ
ム(

県
庁) 

御部ダム10分雨量 

御部ダム時間雨量 

御部ダム累計雨量 

LAN 

999(mm/10分) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

10分 

正時 

10分 
○

弥栄10分雨量 

弥栄時間雨量 

弥栄累計雨量 

LAN 

999(mm/10分) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

10分 

正時 

10分 
○

木都賀10分雨量 

木都賀時間雨量 

木都賀累計雨量 

LAN 

999(mm/10分) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

10分 

正時 

10分 
○

二川10分雨量 

二川時間雨量 

二川累計雨量 

LAN 

999(mm/10分) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

10分 

正時 

10分 
○

井野10分雨量 

井野時間雨量 

井野累計雨量 

LAN 

999(mm/10分) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

10分 

正時 

10分 
○

流域平均10分雨量 

流域平均時間雨量 

流域平均累計雨量 

LAN 

999.9(mm/h) 

999.9(mm/h) 

9999.9(mm) 

10分 

正時 

10分 
○

三隅河川水位 LAN 99.99(m) 10分 ○
（ダム水文量）御部ダム 

貯水位 

貯水量（有効） 

空容量 

流入量 

非常用洪水吐放流量 

常用洪水吐放流量 

河川放流バルブ放流量 

発電使用水量 

LAN 

999.99 (EL.m) 

99999.9（103m2） 

99999.9（103m2） 

9999.99（m3/s） 

9999.99（m3/s） 

999.99（m3/s） 

9.99（m3/s） 

9.99（m3/s） 

10分 ○

ダ
ム
情
報
提
供
装
置

（ダム水文量データ）御部ダム 

1分、10分、正時、日報、月報、年報

ファイル 

LAN － 1分 ○

（TMデ－タ）雨量 

10分、正時、日報、月報、年報ファイ

ル 

LAN － 10分 ○

（TMデ－タ）水位 

10分、正時、日報、月報、年報ファイ

ル 

LAN － 10分 ○

(記録デ－タ) 

操作記録、通報、警報、地震、定数、

システム情報、状態ファイル 

LAN － 発生時 ○
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表 2-17 出力情報と出力条件(2/2) 

○：機能あり －：機能なし 

対象 

設備 
出力情報 通信方式 デ－タ項目 

出力 

ﾀｲﾐﾝｸﾞ 

本工事 

対象 

電
話
応
答
通
報
装
置

（ダム水文量）御部ダム 

貯水位 

流入量 

全放流量 

RS－232C 
999.99 (EL.m) 

9999.99 (m3/s) 

9999.99 (m3/s) 

1分毎 ○

（TMデ－タ） 

三隅河川水位 

流域平均時間雨量 

流域平均累計雨量 

御部ダム時間雨量 

御部ダム累計雨量 

弥栄時間雨量 

弥栄累計雨量 

木都賀時間雨量 

木都賀累計雨量 

二川時間雨量 

二川累計雨量 

井野時間雨量 

井野累計雨量 

RS－232C 

9.99(m) 

999.9(mm/h) 

9999.9(mm) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

999(mm/h) 

9999(mm) 

1分毎 ○

（地震デ－タ） 

最大加速度 
RS－232C 99999(gal)  発生時 ○
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2－6 ダム水文量演算処理（3－2－3.ダム水文量演算処理）

(1) 本工事の適用 

ダム水文量演算処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-18 ダム水文量演算処理の項目と演算周期 

項 目 演算周期 計算式 本工事対象

ダ
ム
水
文
量

貯水位 1分 H－V表 ○ 

有効容量内貯水量 1分  ○ 

有効容量内空容量 1分  ○ 

有効容量内貯水率 1分  ○ 

利水容量内貯水量 1分 なし － 

利水容量内空容量 1分 なし － 

利水容量内貯水率 1分 なし － 

ゲ－ト１門毎放流量 2秒、1分 
①非常用洪水吐放流量 

②常用洪水吐放流量 
○ 

バルブ１門毎放流量 2秒、1分 
③河川放流主バルブ放流量 

（流量計*1またはH－A－Q） 
○ 

ゲ－ト種別毎放流量 2秒、1分 ④洪水吐(合計)放流量③＝①＋② ○ 

バルブ放流量 2秒、1分 
⑤バルブ放流量 

（流量計*1または、⑤＝③ 
○ 

発電使用水量 2秒、1分 
⑥発電使用水量 

（流量計*1またはH－P－Q） 
○ 

取水放流管流量 2秒、1分 
⑦取水放流管流量 

（流量計*1または、⑦＝⑤＋⑥） 
○ 

ダム放流量 2秒、1分 ⑧＝④＋⑤ ○ 

全放流量 2秒、1分 ⑨＝⑧＋⑥ ○ 

全流入量 1分  ○ 

調整流量 1分  ○ 

○：機能あり －：機能なし 
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非常用洪水吐放流量
（ゲート1門毎放流量）

非常用洪水吐
貯水位/放流量関係

主貯水位計

副貯水位計

１次
平滑貯水位

１次
平滑貯水位

有効容量内貯水量（副）

貯水位/総貯水量関係

有効容量内空容量

最大有効貯水量

有効容量内貯水率

河川放流主バルブ開度計

２次
平滑貯水位

２次
平滑貯水位

全流入量（副）

有効容量内貯水量（主） 全流入量（主）

貯水位
（選択貯水位）

貯水位切替
と連動

：計測項目

：ダム水文量演算データ

：計算に使用する関係式等

凡　　　例

貯水位切替

調整流量

全放流量

洪水吐放流量

流入量

河川放流主バルブ放流量
(バックアップ計算用）

開度

河川放流主バルブ
貯水位/開度/放流量関係

常用洪水吐放流量
（ゲート1門毎放流量）

常用洪水吐
貯水位/放流量関係

発電使用水量

河川放流主・副バルブ状態信号

全閉時

流量切替

御部発電所 発電電力

発電使用水量
(バックアップ計算用）

発電電力

御部発電所
貯水位/発電電力/発電使用水量関係

流量切替

河川放流主バルブ放流量

発電使用水量
取水放流管流量計

流量

全閉以外

バルブ放流量

ダム放流量

取水放流管流量

図 2-2 ダム水文量演算の処理体系一覧 
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(2) ダム水文量計算処理の内容 

ア. 平滑貯水位(２次平滑貯水位) 

２次平滑貯水位を求める演算に使用する移動平均数（Ｎ）は、次のとおりとする。 

移動平均数（Ｎ）＝１（設定可能とする） 

イ. 有効容量内貯水量の計算 

有効容量内貯水量は、次により求める。 

別紙－3 水文量計算仕様書 １．貯水位対総貯水容量表 

ウ. 有効容量内空容量の計算 

有効容量内空容量は、標準仕様書に示す計算式により求める。 

エ. 有効容量内貯水率の計算 

有効容量内貯水率は、標準仕様書に示す計算式により求める。 

オ. 利水容量内貯水率の計算 

利水容量内貯水率は、標準仕様書に示す計算式により求める。 

カ. 非常用洪水吐放流量 

非常用洪水吐放流量は、次により求める。 

別紙－3 水文量計算仕様書 ２．非常用洪水吐Ｈ－Ｑ 

キ. 常用洪水吐放流量 

常用洪水吐放流量は、次により求める。 

別紙－3 水文量計算仕様書 ３．常用洪水吐Ｈ－Ｑ 

ク.  河川放流主バルブ放流量 

 河川放流主バルブ放流量は、取水放流管流量計の値を使用するものとする。 

バックアップ用の 河川放流主バルブ放流量は、次により求める。 

別紙－3 水文量計算仕様書 ４． 河川放流主バルブＨ－Ａ－Ｑ 

ケ. バルブ放流量 

バルブ放流量は、次式から計算するものとする。 

Ｑov ＝ Ｑov１ 

ここに、 

Ｑo v ：バルブ放流量（m3/s) 

Ｑov1 ：河川放流主バルブ放流量（m3/s) 

コ. 発電使用水量 

御部発電所 発電使用水量は、取水放流管流量計の値を使用するものとする。 

バックアップ用の発電使用水量は、次により求める。 

別紙－3 水文量計算仕様書 ５．御部発電所 発電使用水量 Ｈ－Ｐ－Ｑ 

サ. 洪水吐放流量 

洪水吐放流量は、次式から計算するものとする。 

Ｑok ＝ Ｑokh ＋ Ｑokj 
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ここに、 

Ｑo k ：洪水吐放流量（m3/s) 

Ｑokh ：非常用洪水吐放流量（m3/s) 

Ｑokj ：常用洪水吐放流量（m3/s) 

シ. 取水放流管流量 

取水放流管流量は、次式から計算するものとする。 

Ｑosh ＝ Ｑov ＋ Ｑop 

ここに、 

Ｑo sh ：取水放流管流量（m3/s) 

Ｑov ：バルブ放流量（m3/s) 

Ｑop ：発電使用水量（m3/s) 

ス. ダム放流量 

ダム放流量は、次式から計算するものとする。 

Ｑo ＝ Ｑok ＋ Ｑov 

ここに、 

Ｑo  ：ダム放流量（m3/s) 

Ｑo k ：洪水吐放流量（m3/s) 

Ｑo v ：バルブ放流量（m3/s) 

セ. 全放流量 

全放流量は、次式から計算するものとする。 

Ｑot ＝ Ｑo ＋ Ｑop 

ここに、 

Ｑo t  ：全放流量（m3/s) 

Ｑo   ：ダム放流量（m3/s) 

Ｑop  ：発電使用水量（m3/s) 

ソ. 全流入量 

全流入量の計算方式は、次の通りとする。 

流入量変化に応じて貯水位変化方式と最小二乗法外挿方式を切り換えて使用する。 

流入量算定方式の切換条件は下表のとおりとする。 

表 2-19 流入量算定方式の切替条件 

流入量算定方式の切替 切替流量 切替条件 

貯水位変化方式 

→最小二乗法外挿方式 
60.00 m3/s － 

最小二乗法外挿方式 

→貯水位変化方式 
40.00 m3/s － 
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a. 貯水位変化方式 

計算期間間隔（Ｔ）は可変設定を可能とする。（初期設定値：１０分） 

b. 最小二乗法外挿方式 

最小二乗法サンプル数（Ｎ）は可変設定を可能とする。（初期設定値：１０） 

(3) オフラインの表計算ソフト（適用あり）（2－1－2. 信頼性の確保 (3)）

表計算ソフト(Excel)を用いて、以下の機能を提供する。 

表計算ソフトの機能 
本工事 

対象 

貯水位を手入力し、総貯水量を算出し表示する ○ 

貯水位とゲ－ト開度を手入力し、ゲ－ト放流量を算出し表

示する。 
○ 

○：機能あり －：機能なし 

2－7 流域水文量演算処理 （3－2－4. 流域水文量演算処理）

(1) 本工事の適用 

流域水文量演算処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-20 流域水文量演算処理の項目と演算周期 

項目 演算周期 本工事対象 

･

局別ｍ分雨量 定時 ○ 

局別Ｎ時間雨量 正時 ○ 

局別累計雨量 定時、正時 ○ 

流域平均ｍ分雨量 定時 ○ 

流域平均Ｎ時間雨量 正時 ○ 

流域平均累計雨量 定時、正時 ○ 

局別河川水位 定時、正時 ○ 

局別河川流量 定時、正時 ○ 

ｍ＝10, 30,60(分) 

Ｎ＝1,3,6,12,24(時間) 

○：機能あり －：機能なし 
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定時観測雨量雨　量

正時観測雨量

局別ｍ分雨量

局別累計雨量

観測局ティーセン係数テーブル

流域平均ｍ分雨量

流域平均累計雨量

河川水位 定時観測河川水位 局別定時河川流量

局別Ｈ－Ｑ式

テレメータ観測局 通信処理

正時観測河川水位

流域水文量演算処理

局別Ｎ時間雨量

局別正時河川流量

(m=10or15or30,60)

流域平均Ｎ時雨量

(N=1,3,6,12,24時間)

：算出情報項目

：算出のために必要な定数
　関係式、関係テーブル

図 2-3 流域水文量演算の処理体系一覧 

(2) 処理の内容 

流域平均ｍ分雨量計算を求める演算に使用する設定値は下表のとおりとする。 

観測局の欠測を考慮し、欠測の観測局を除くティ－セン係数の合計が1.0000 となる

よう標準設計仕様書のとおりに表を作成すること。 

表 2-21  支配面積 

観測局 支配面積（km2） 

弥栄 38.50 

木都賀 33.00 

御部ダム 19.00 

二川 9.70 

井野 2.20 

計 102.40 

2－8 情報の判定と警報通報処理 （3－2－5. 情報の判定と警報通報処理）

(1) 本工事の適用 

情報の判定と警報通報処理の機能の適用、及び対象項目と判定条件は下表のとおり

とする。 
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表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（1/7） 

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

流
域
水
文
量
情
報

雨量 時間(60分)雨量 時間(60分)雨量≧上限設定 Ｃ ○ ＢＺ 

情報入

力・ 

提供装置

○ 

〃 累計雨量 累計雨量≧上限設定値 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

〃 流域平均時間雨量 流域平均時間(60分)雨量≧上限 

設定値 
Ｃ ○ ＢＺ ○ 

〃 流域平均累計雨量 流域平均累計雨量≧上限設定 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

河川水位 はん濫危険水位 河川水位≧はん濫危険水位 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

〃 避難判断水位 河川水位≧避難判断水位 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

〃 はん濫注意水位 河川水位≧はん濫注意水位 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

〃 水防団待機水位 河川水位≧水防団待機水位 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

 〃 河川水位上限 河川水位≧上限設定値 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

河川流量 河川流量下限 河川流量≦下限設定値 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

河川水位 河川水位上昇中 今回観測水位＞前回観測水位 Ｄ ○ － ○ 

  〃 河川水位下降中 今回観測水位＜前回観測水位 Ｄ ○ － ○ 

ダ
ム
水
文
量
情
報

貯水位 貯水位上昇中 現在貯水位＞1分前貯水位 Ｄ ○ － 

放流操作

装置 

○ 

 〃 貯水位下降中 現在貯水位＜1分前貯水位 Ｄ ○ － ○ 

 〃 貯水位上限 貯水位≧上限設定値 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

 〃 貯水位変化速度 ｜現在貯水位－10分前貯水位｜ 

≧上限設定値 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

 〃 サ－チャ－ジ水位 貯水位≧サ－チャ－ジ水位 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

 〃 ただし書き水位 貯水位≧ただし書き水位 Ｂ ○ ＢＺ － 

流入量 流入量増加中 今回算出流入量＞前回算出流入量 Ｄ ○ － ○ 

 〃 流入量減少中 今回算出流入量＜前回算出流入量 Ｄ ○ － ○ 

 〃 流入量ピ－ク 洪水調節開始流量以上で 

Qimax－今回算出流入量≧Δqi 

ΔQi：全流入量ピ－ク不感帯 

Ｃ ○ － ○ 

 〃 流入量上限 全流入量≧上限設定値 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

 〃 洪水流量 全流入量≧洪水調節開始流量 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

放流量 放流量上限 全放流量≧上限設定値 Ｃ ○ ＢＺ ○ 

 〃 放流量制限オ－バ－ 過去10分の1分毎全放流量の最小値

からの増加量が、下流放流制限値を

超えた 

Ｂ ○ ＢＺ － 

 〃 フリ－フロ－ 操作対象の洪水吐ゲ－トが全門と

もﾌﾘ－ﾌﾛ－の状態となった 
Ｃ ○ － － 

 〃 ダム放流量増加中 今回放流量＞前回放流量 Ｄ ○ － ○ 

 〃 ダム放流量減少中 今回放流量＜前回放流量 Ｄ ○ － ○ 

 〃 放流種別毎放流量 

増加中 

今回放流量＞前回放流量 
Ｄ ○ － ○ 

 〃 放流種別毎放流量 

減少中 

今回放流量＜前回放流量 
Ｄ ○ － ○ 

表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（2/7） 

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

操
作
演
算
処
理

演算方式 定水位／一定量等 操作演算処理で放流方式（定水位、

一定量など）を選択した 
Ｄ ○ － 

放流操作

装置 

○ 

制御状態 ゲ－ト動作中 ゲ－ト動作中信号を受信した Ｄ ○ ＣＨ ○ 

操作要求 操作終了条件 

半自動操作目標値 

更新 

①演算中の放流方式の終了条件が成

立した。 

②半自動操作中に目標値更新とな

り、放流設備の起動指示が必要とな

った。 

Ｃ ○ ＣＨ ○ 

除外ゲ－ト 手動除外ゲ－ト 手動でゲ－トが除外された Ｃ ○ － ○ 

  〃 自動除外ゲ－ト 自動でゲ－トが除外された Ｂ ○ ＢＺ ○ 

ゲ
－
ト
・
バ
ル
ブ
異
常
状
態
情
報

信号不良 信号不良 ①操作指令を与えていない放流設備

の開度が変化するが、動作信号は入

力されない 

②操作指令を与えていない放流設備

の動作信号が入力されるが、開度変

化はない 

Ｂ ○ ＢＺ 

入出力 

装置 

○ 

不正動作 不正動作 ①操作指令を与えていない放流設備

の動作がみとめられた（開中閉中又

は開度変化を検出した） 

②操作指令停止後一定時間経過して

も当該放流設備の動作中信号が落ち

ない 

③操作指令停止後当該放流設備の開

度が一定以上変化した 

ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

制御渋滞 制御渋滞 ①操作指令出力後、一定時間経過後

も放流設備の動作中信号が入力され

ない 

②操作指令出力後、一定時間経過後

も放流設備の開度が変化しない 

③操作指令出力後、計算上の動作時

間が経過しても開度が目標開度に到

達しない 

ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

開度制限オ－バ－ 限度制限オ－バ－ ゲ－トの一回の動作時間が制限時間

をオ－バ－した 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

目標値上限オ－バ

－ 

目標値上限オ－バ

－ 

目標開度上限設定値を目標開度が上

回った 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

目標値下限オ－バ

－ 

目標値下限オ－バ

－ 

目標開度下限設定値を目標開度が下

回った 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 
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表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（3/7） 

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

ゲ-

ト
バ
ル
ブ
異
常
状
態
情
報

開度制限オ－バ－ 開度制限オ－バ－ ゲ－ト開度制限を目標開度がオ－バ

－した 
Ｄ ○ CH*1 

入出力 

装置 

○ 

制御不能 制御不能 ①制御中に対象放流設備が機側操作

になった（遠方操作でなくなった）

②制御中に対象放流設備の動力電源

がＯＦＦとなった 

ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

  〃 操作設定値異常 ①放流操作装置～機側盤に転送した

目標開度が正しく伝わらなかった 

②放流操作装置で設定した目標開度

値に誤符号があった 

Ｂ ○ ＢＺ ○ 

機
器
異
常
状
態
情
報

観測設備 貯水位計異常 計測貯水位入力処理のデ－タ検定に

おいて異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ 

放流操作

装置 

○ 

  〃 貯水位訂正前水位 

差異常 

｜正水位－副水位｜≧上限設定値 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

  〃 開度計異常 開度入力処理のデ－タ検定において

異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ 

機側盤 

ＰＬＣ 

○ 

  〃 流量計異常 流量入力処理のデ－タ検定において

異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

  〃 開度計正副開度差 

異常 

｜正開度－副開度｜≧上限設定値 

Ｂ ○ ＢＺ 

放流操作

装置/ 

機側盤 

ＰＬＣ 

－ 

 〃 貯水位計切り換え 手動又は自動で正副貯水位計を切り

換えた 
Ｃ ○ － 

放流操作

装置 
○ 

ダムコン 入出力装置異常 放流操作装置との情報授受において

異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ 

放流操作

装置 
○ 

 〃 放流操作装置１異 

常 

放流操作装置２との情報授受におい

て異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ 

放流操作

装置２ 
○ 

  〃 放流操作装置２異 

常 

放流操作装置１との情報授受におい

て異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ 

放流操作

装置１ 
○ 

*1 自動操作時のみ 

表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（4/7） 

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

機
器
異
常
状
態
情
報

ダムコン 遠方手動操作装置 

異常 

放流操作装置との情報授受において

異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ 

放流操作

装置 

○ 

 〃 情報入力・提供装 

置異常 

放流操作装置との情報授受において

異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

  〃 訓練装置異常 放流操作装置との情報授受において

異常を検出した 
Ｃ ○ ＢＺ － 

  〃 遠隔操作装置異常 放流操作装置との情報授受において

異常を検出した 
Ｂ ○ ＢＺ ○ 

  〃 放流操作装置両系 

異常 

入出力装置との情報授受において、

放流操作装置１と２の両方の異常を

検出した 

Ａ ○ ＢＬ 
入出力 

装置 
○ 

関連設備異常 テレメ－タ装置異

常 

情報入力・提供装置との情報授受に

おいて異常を検出した 
Ｃ ○ ＢＺ 

情報入力

提供装置

○ 

  〃 地震観測装置異常 情報入力・提供装置との情報授受に

おいて異常を検出した 
Ｃ ○ ＢＺ ○ 

  〃 水防情報システム

異常 

情報入力・提供装置との情報授受に

おいて異常を検出した 
Ｃ ○ ＢＺ ○ 

  〃 UPS装置 停電、ﾛ－ﾊﾞｯﾃﾘ、故障SV ON Ｃ ○ ＢＺ ○ 

  〃 電話応答通報装置 故障、電源断、ﾋﾕ－ｽﾞ断、保守中、ﾛ

－ﾊﾞｯﾃﾘSV ON 
Ｃ ○ ＢＺ ○ 

地
震
情
報

地震発生 地震計加速度１ 地震計3CHのORで検出 

判定値(25gal)≦加速度＜判定値

(80gal) 

Ｂ ○ ＢＺ ○ 

  〃 地震計加速度２ 地震計3CHのORで検出 

判定値(25gal)≦加速度＜判定値

(80gal) 

Ａ ○ ＢＬ ○ 

発
電
状
態
情
報

発電設備 発電中 発電状態ＳＶ ＯＮ Ｄ ○ － 

発電設備

○ 

 〃 発電停止中 発電状態ＳＶ ＯＮ Ｄ ○ － ○ 

 〃 CDT装置異常 発電状態ＳＶ ＯＮ Ｂ ○ ＢＺ ○ 

  〃 発電重故障 発電状態ＳＶ ＯＮ Ａ ○ ＢＬ ○ 

  〃 その他発電情報 発電状態ＳＶ ＯＮ Ｂ ○ ＢＺ ○ 
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表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（5/7）

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

ゲ
－
ト
・
バ
ル
ブ
動
作
状
態
情
報

取水ゲ－ト 動力電源 機側状態ＳＶ ＯＮ Ｄ ○ － 

機側盤 

ＰＬＣ 

○ 

   〃 制御電源    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 自動制御選択    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 手動制御選択    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 取水操作    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 点検操作    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 電動操作    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 手巻操作    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 常時制御回路（PLC）   〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 非常時制御回路（ﾘﾚ

－） 

   〃 
Ｄ ○ － ○ 

   〃 点検上限    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 フック作業上限    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 フック掛下限    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 フック脱下限    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 制水蓋全閉    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 取水上限    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 取水下限    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 上昇中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 下降中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 停止    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 自動制御運転中    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 非常停止    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 PLC異常    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 主幹MCCBﾄﾘｯﾌﾟ    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 電動機用MCCBﾄﾘｯﾌﾟ    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 3E動作    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 接点溶着    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 ﾌﾞﾚ－ｷ故障    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 非常上限    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 ロ－プ過負荷    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 自動制御渋滞    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 取水深過大    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 取水深過小    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 自動上昇過動作    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 自動下降過動作    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 動力回路漏電    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 補機開度漏電    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 開度計異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 貯水位異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 UPS異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 UPSﾊﾞｯﾃﾘ低下    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（6/7）

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

ゲ
－
ト
・
バ
ル
ブ
動
作
状
態
情
報

放流バルブ 動力電源 機側状態ＳＶ ＯＮ Ｄ ○ － 

機側盤 

ＰＬＣ 

○ 

   〃 制御電源    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 遠方操作    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 機側操作    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 常時制御回路（PLC）    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 非常時制御回路（ﾘﾚ－）   〃 Ｄ ○ － ○ 

放流主バルブ 動力電源    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 電動    〃 Ｄ － － ○ 

   〃 手巻    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 全開    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 水理全開    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 水理全閉    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 全閉    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 開中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 閉中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 停止    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 開動作制限解除    〃 Ｄ ○ － ○ 

放流予備ﾊﾞﾙﾌﾞ 動力電源    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 電動    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 手巻    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 全開    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 全閉    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 開中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 閉中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 停止    〃 Ｄ ○ － ○ 

制水バルブ 動力電源    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 電動    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 手巻    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 全開    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 全閉    〃 Ｄ ○ － ○ 

   〃 開中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 閉中    〃 Ｄ ○ ＣＨ ○ 

   〃 停止    〃 Ｄ ○ － ○ 
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表 2-22 警報・通報判定処理一覧表（7/7）

情
報
区
分

情報・設備種別 処理項目 判定条件 
警報 

レベル

警報 

表示 
ｱﾗ－ﾑ 処理装置

本工事

対象 

ゲ
－
ト
・
バ
ル
ブ
動
作
状
態
情
報

放流バルブ 非常停止 機側状態ＳＶ ＯＮ ＡＢ ○ ＢＬ 

機側盤 

ＰＬＣ 

○ 

   〃 PLC異常    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 主幹MCCBﾄﾘｯﾌﾟ    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

放流主バルブ MCCBﾄﾘｯﾌﾟ    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 3E動作    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 接点溶着    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 開過トルク    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 閉過トルク    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 開動作制限(ﾊ－ﾄﾞ)    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 開動作制限(ｿﾌﾄ)    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

放流予備ﾊﾞﾙﾌﾞ MCCBﾄﾘｯﾌﾟ    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 3E動作    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 接点溶着    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 開過トルク    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 閉過トルク    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

制水バルブ MCCBﾄﾘｯﾌﾟ    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 3E動作    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 接点溶着    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 開過トルク    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

   〃 閉過トルク    〃 ＡＢ ○ ＢＬ ○ 

放流バルブ 動力回路漏電    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 補機回路漏電    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 計器電源ﾄﾘｯﾌﾟ    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 流量計異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 UPS異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 UPSﾊﾞｯﾃﾘ低下    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

放流主バルブ バルブ制御異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

   〃 開度計異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

放流予備ﾊﾞﾙﾌﾞ 開度計異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

制水バルブ 開度計異常    〃 Ｂ ○ ＢＺ ○ 

警報レベル凡例   Ａ ：「非常緊急対応」 

ＡＢ：「緊急対応」 

Ｂ ：「即時対応・重大監視」 

Ｃ ：「注意対応」 

Ｄ ：「確認対応」 

アラ－ム凡例   ＢＺ：「ブザ－」 

ＣＨ：「チャイム」 

ＢＬ：「ベル」 
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2－9 表示処理 

本処理は、標準設計仕様書に従うものとする。 （3－2－6. 表示処理）

表 2-23 表示画面一覧 

区分 画面名 

本工事対象 

放流操作装置 

遠隔操作装置 
表示装置 

情報提供画面 

雨量表 ○ ○ 

雨量グラフ ○ ○ 

河川水位・流量表 ○ ○ 

河川水位・流量グラフ ○ ○ 

ダム水文量表 ○ ○ 

ダム水文量グラフ ○ ○ 

ダム放流状況図 ○ ○ 

利水放流状況図 ○ ○ 

流域水文図 ○ ○ 

貯水池水位-容量曲線表 ○ ○ 

故障警報判定情報表 ○ ○ 

計器画面（使用中、選択） ○ ○ 

機側状態一覧表 ○ ○ 

注意喚起ボタン ○ ○ 

警報判定情報監視 ○ ○ 

水文情報監視 ○ ○ 

設備状態監視 ○ ○ 

地震履歴一覧表(個別情報) ○ ○ 

操作用画面 
操作演算 ○ － 

試算演算(個別情報) ○ － 

定数設定変更画面 

ダム諸元定数 ○ － 

各種定数 ○ － 

各種定数テ－ブル ○ － 

操作のための演算処理定数 ○ － 

○：機能あり －：機能なし 

表示画面例を別紙－4に示す。 
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2－10 デ－タ蓄積処理 （3－2－7. デ－蓄積処理）

(1) 本工事の適用 

デ－タ蓄積処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-24 各デ－タのオンライン保存期間 

項目 保存期間 本工事対象 

操作記録デ－タ 50,000件 ○ 

正分値デ－タ 180日 ○ 

正時値・定時値デ－タ ２年 ○ 

日報デ－タ ２年 ○ 

月報デ－タ ２年 ○ 

年報デ－タ ３年 ○ 

異常・判定記録デ－タ 20,000件 ○ 

    ○：機能あり －：機能なし 

表 2-25 オフライン保存するデ－タ 

項目 保存形式 本工事対象 

正分値・定時値・正時値デ－タ CSV 形式 ○ 

操作記録デ－タ 帳票形式(Excel) ○ 

管理日報 帳票形式(Excel) ○ 

管理月報 帳票形式(Excel) ○ 

管理年報 帳票形式(Excel) ○ 

洪水調節報告 帳票形式(Excel) ○ 

異常・判定記録 帳票形式(Excel) ○ 

  ○：機能あり －：機能なし 
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2－11 記録処理・集計処理 （3－2－8.記録処理・集計処理）

(1) 本工事の適用 

本工事の適用対象帳票は下表のとおりとする。 

表 2-26 記録処理一覧表 

記録処理の機能 本工事対象 

操作記録 操作記録 ○ 

管理日報 ダム管理日報Ⅰ（ダム水文量） ○ 

 ダム管理日報Ⅱ（流域水文量） ○ 

管理月報 ダム管理月報 ○ 

 雨量月報 ○ 

 水位月報 ○ 

 流量月報 ○ 

管理年報 ダム基本諸元一覧表（様式－１） ○ 

 貯水位・流入量及び放流量に関する年表（様式－２） ○ 

 貯水池の利用状況に関する年表（様式－３） ○ 

 洪水調節に関する年表（様式－４） ○ 

 降水量に関する年表（様式－６） ○ 

洪水調節報告 総括表（様式１～２）（洪水調節実績） ○ 

 洪水調節図（様式２） ○ 

 ゲ－ト開度及び放流量表（様式－３） ○ 

異常・判定記録 故障・警報記録 ○ 

○：機能あり －：機能なし 

記録帳票例を別紙－5に示す。 

(2) 丸め誤差の処理 

システムで使用する帳票デ－タの有効桁数については下表のとおりとする。 

表 2-27 帳票デ－タの有効桁数 

帳票必要デ－タ 有効桁数 本工事対象 

貯水位 999.99(EL.m) ○ 

貯水量 9,999(103m3) ○ 

空容量 9,999(103m3) ○ 

貯水率 999.9(％) ○ 

調整流量 －9,999.99(m3/s) ○ 

自己流入量 9,999.99(m3/s) － 

注水量 9,999.99(m3/s) － 

全流入量 9,999.99(m3/s) ○ 

放流設備種別毎の放流量 9,999.99(m3/s) ○ 

分水量 9,999.99(m3/s) － 

他機関発電水量 9,999.99(m3/s) ○ 

直接取水量 9,999.99(m3/s) － 

全放流量 9,999.99(m3/s) ○ 

ダム放流量 9,999.99(m3/s) ○ 

○：適用あり －：適用なし 
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(3) ダム個別記録処理項目(適用なし)

(4) 水位維持調節報告 

洪水調節容量以下での放流量操作記録として本帳票を作成する場合の処理方法は

下表のとおりとする。 

水位維持調節報告 本工事対象 

１．標準の洪水調節報告を流用する。 ○ 

２．専用フォ－マットとする。 － 

(5) 集計に必要なデ－タの演算内容 

システムで使用する集計に必要なデ－タの演算内容については下表のとおりとす

る。 

集計必要デ－タ 入力方法 有効桁数 備考 本工事対象 

【ダム管理月報 日総量】

取水量／灌漑 手入力 999,999(103m3)  ○ 

取水量／都市用水 手入力 999,999(103m3)  － 

ダム放流量／機能維持 手入力 999,999(103m3)  ○ 

ダム放流量／灌漑 手入力 999,999(103m3)  － 

ダム放流量／都市用水 手入力 999,999(103m3)  － 

ダム放流量／洪水調節 手入力 999,999(103m3)  ○ 

ダム放流量／満水 手入力 999,999(103m3)  ○ 

【貯水池の利用状況に関

する年表 月間総量】 

取水量／灌漑 月報連動 999,999(103m3)  ○ 

取水量／都市用水  月報連動 999,999(103m3)  － 

ダム放流量／機能維持 月報連動 999,999(103m3)  ○ 

ダム放流量／灌漑 月報連動 999,999(103m3)  － 

ダム放流量／都市用水 月報連動 999,999(103m3)  － 

ダム放流量／洪水調節 月報連動 999,999(103m3)  ○ 

ダム放流量／満水 月報連動 999,999(103m3)  ○ 

○：適用あり －：適用なし 

(6) 流量日総量値計算 (適用なし)  

調整流量・全放流量・ダム放流量・放流設備種別毎放流量の日総量は、以下の計算

式に従う。 

①正時デ－タから日総量を計算 

但し ＤＳＳＱgi：日総量 

ＨＱgi  ：正時デ－タ流量（流量） 

24 

ＤＳＳＱgi＝ΣＨＱgi×60×60 〔ｍ3〕 
i=1 
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(7) 全流入量日総量値計算 

全流入量の日総量は、以下の計算式に従う。 

全流入量日総量 本工事対象 

正時デ－タの平均から算出 

（標準設計仕様書 表３－２－８．５参照） 
○ 

１日の貯水位差から算出 

（標準設計仕様書 表３－２－８．１４参照） 
－ 

 ○：機能あり －：機能なし 

2－12 放流判断支援・流出予測処理 （3－2－9. 放流判断支援・流出予測処理）

本処理は、本工事対象外とする。 

2－13 操作演算処理 （3－2－10.操作演算処理）

(1) 本工事の適用（操作演算１処理） 

操作演算１処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-28 操作演算１処理の機能の適用 

操作演算１処理 標準仕様 個別仕様 本工事対象 

定水位放流方式 ○ － － 

一定率一定量放流方式 ○ － － 

一定量放流方式 ○ － － 

定開度放流方式 ○ － － 

ただし書き操作放流方式 ○ － － 

設定流量放流方式 ○ － － 

発電代替放流方式 － ○ － 

開度設定値一回限り放流方式 ○ － ○ 

維持放流方式 － ○ ○ 

取水ゲート自動制御 － ○*1 － 

 ○：機能あり －：機能なし、(注意)*1：機側自動制御（遠方からの設定なし） 

ア. 維持放流方式（個別仕様） 

御部発電所停止時に、あらかじめ設定された目標放流量に制御を行う。また、発

電所運転再開時には、放流停止のため全閉に制御を行う。 

a. 非渇水時（貯水位≧渇水切替水位） 

維持放流モードとし、あらかじめ設定した目標放流量で流量制御を行う。 

MQop ＝ SMQo － QP 

ただし、MQop ≦ 1.02ｍ3/ｓ 

ここに、MQop ：河川放流主バルブ目標放流量 
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  SMQo ：設定放流量 

    Qp ：御部発電所使用水量 

b. 渇水時（貯水位＜渇水切替水位） 

定水位制御モードで制御を行う。流入量程度を目標放流量として放流制御を行

う。 

MQop ＝ Qi － QP 

ただし、MQop ≦ 1.02ｍ3/ｓ 

ここに、MQop ：河川放流主バルブ目標放流量 

     Qi ：流入量 

     Qp ：御部発電所使用水量 

イ. 放流の原則に基づく放流量の増加割合（適用なし） 

(2) 操作演算２処理機能 

操作演算２処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-29 操作演算２処理の機能の適用 

操作演算２処理 
取水 

ゲート 

河川放流

主バルブ

河川放流

予備 

バルブ 

制水 

バルブ 

切替 

操作 

開度設定値一回限り放流方式 － ○ － － なし 

維持放流方式 － ○ － － なし 

取水ゲート自動制御 ○*1 － － － なし 

○：操作対象放流設備 －：操作対象外の放流設備 

（注意）*1：機側自動制御であり、遠方からの取水深設定、制御等は行わない。 

(3) 操作演算３処理機能 

操作演算３処理の機能の適用は下表のとおりとする。 

表 2-30 操作演算３処理の機能の適用 

操作演算３処理対象設備 仕 様 

河川放流主バルブ テ－ブル 

(4) 目標値無効制限時間 

操作演算処理における目標値を無効とする制限時間については下表のとおりとす

る。 

仕 様 設 定 

目標値無効制限時間 １分（固定） 
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(5) 操作記録作成タイミング 

操作演算処理における操作記録作成タイミングについては下表のとおりとする。 

表 2-31 操作記録作成タイミング 

番号 操作記録作成タイミング 本工事対象 

1 毎正時 ○ 

2 毎定時（設定による） ○ 

3 ゲート操作開始時 ○ 

4 ゲート操作終了時 ○ 

5 貯水位変化時 ○ 

6 流入量が洪水開始流量を上回った時 ○ 

7 流入量が洪水開始流量を下回った時 ○ 

8 流入量が計画高水量７０％を超えた時 ○ 

9 流入量ピーク検出時 ○ 

10 制御演算開始/終了 ○ 

11 目標値算出時 ○ 

12 手動記録時 ○ 

（凡例）○：機能あり －：機能なし 

(6) 操作終了タイミング 

操作演算処理における操作記録作成タイミング（終了時）については下表のとおり

とする。 

仕 様 設 定 

操作終了タイミング 標準（20 秒） 

(7) ただし書き操作放流方式(適用なし) 

(8) 維持放流方式（発電代替放流機能）(適用あり) 

操作演算処理における維持放流方式（発電代替放流機能）については下表のとおり

とする。 

表 2-32 維持放流方式（発電代替放流機能）仕様 

項 目 仕 様 

対象設備 河川放流主バルブ 

対象制御 維持放流/発電代替放流 

制御設定可能条件 利水放流主ゲ－ト放流量＝0 

洪水吐合計放流量＝0 

起動条件 発電水量流量計値=0 

予備発運転待ち時間 設定値＝90 秒 

代替放流目標値 河川放流主バルブ放流量 

1.02 m3/s（最大） 

下流放流制限 適用しない 

目標値不一致時の処置 目標値を上回る最小開度 

流量計ゼロ補正値 0.1 m3/s 
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(9) 各放流方式の設定値と演算定数 

操作演算処理における各放流方式の設定値と演算定数については下表のとおりと

する。 

維持放流方式（設定流量放流機能）(適用あり) 

項 目 仕 様 

設定流量 1.02 m3/s 

設定流量許容流量差 0.10 m3/s 

(10) 各放流方式の操作間隔の詳細 

操作演算処理における各放流方式の操作間隔については下表のとおりとする。 

表 2-33 操作演算処理における各放流方式の操作間隔 

放流方式 操作間隔 

開度設定値一回限り放流方式 イベント毎（起動時） 

維持放流方式 イベント毎（発電トリップ） 

n分間隔（n=10） 

取水ゲート自動制御 イベント毎（水位変化） 

(11) 同一放流設備種別内での配分の詳細(適用なし) 
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2－14 操作処理 （3－2－11.操作処理）

(1) 本工事の適用（操作処理） 

① 操作系統 

表 2-34 操作方式と操作系統 

操作方式 操作系統 本工事対象 

【遠方操作】   

機側自動設定※ 入出力装置 － 

遠方手動操作 遠方手動操作装置 － 

開度設定値一回限り操作 入出力装置 ○ 

自動・半自動操作 入出力装置 ○ 

非常停止操作 中継端子盤 ○ 

非常停止復帰操作 中継端子盤 － 

【遠隔操作】   

遠隔手動操作 遠方手動操作装置 － 

遠隔自動操作 入出力装置 ○ 

遠隔非常停止操作 中継端子盤 ○ 

遠隔非常停止復帰操作 中継端子盤 － 

  ※機側自動設定操作のオンオフ設定、設定取水深の変更等 

② 操作処理対象設備 

表 2-35 操作処理対象設備と操作方式 

放流設備 

機側 遠方操作 

機側 

自動 
手動 

開度 

設定 

半 

自動 
自動 

非常 

停止 

【非常用洪水吐設備】       

クレスト自由越流堤 － － － － － － 

【常用洪水吐設備】       

常用洪水吐(ゲートレス) － － － － － － 

【低水（利水）放流設備】       

河川放流主バルブ － － ○ ○ ○ ○ 

 河川放流副バルブ － － － － － － 

制水バルブ － － － － － － 

【選択取水設備】       

表面取水ゲ－ト ○ － － － － － 

○：機能あり －：機能なし
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(2) 操作処理における動作制限量と休止時間設定 

操作処理における動作制限量と休止時間設定については下表のとおりとする。 

放流設備 動作制限量 休止時間 

河川放流主バルブ 200mm 5 秒 

2－15 訓練処理 （3－2－12.訓練処理）

本処理は、本工事対象外とする。 

2－16 操作ガイド処理 （3－2－13.操作ガイド処理）

本処理は、標準設計仕様書に従うものとする。 

(1) 本工事の適用 

操作ガイドの適用は下表のとおりとする。 

操作ガイド 本工事対象

操作員が次に行うべき操作内容のガイド ○

操作や入力値に誤りがあったときのガイド ○ 

 ○：機能あり －：機能なし 

2－17 点検応急対策ガイド処理 （3－2－14. 点検応急対策ガイド処理）

本処理は、本工事対象外とする。 

2－18 保守設定処理 （3－2－15. 保守設定処理）

(1) 本工事の適用 

入力デ－タの保守設定は下表のとおりとする。 

入力デ－タ 本工事対象

貯水位計 ○

開度計 ○ 

流量計 ○ 

管理用発電使用水量／注水量／分水量 －

 他機関デ－タ ○ 

 ○：機能あり －：機能なし 

雨量／河川水位局の保守設定を行う局は下表のとおりとする。 

雨量／河川水位局 本工事対象

雨量局（テレメ－タ装置から入力） ○

水位局（テレメ－タ装置から入力） ○ 

雨量局（テレメ－タ装置以外から入力）  － 

水位局（テレメ－タ装置以外から入力） －

○：機能あり －：機能なし 
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デ－タの出力停止／再開設定を行う送信先は下表のとおりとする。 

送信先 本工事対象

水防情報システム（県庁） ○

ダム情報提供装置 － 

電話応答通報装置 ○ 

○：機能あり －：機能なし 

(2) 入力デ－タの保守設定 

保守設定を行う入力デ－タは以下とする。 

ア. 貯水位計 

① 貯水位計（主） 

② 貯水位計（副） 

イ. 開度計 

① 河川放流主バルブ開度計 

ウ. 流量計 

① 取水放流管流量計 

エ. 他機関デ－タ 

① 御部発電使用水量（全放流量の内訳に入る場合） 

(3) 雨量／河川水位局の保守設定 

保守設定を行う雨量／河川水位局は以下とする。 

ア. 雨量局 

① 弥栄局 

② 木都賀局 

③ 御部ダム 

④ 二川 

⑤ 井野 

イ. 水位局 

① 三隅局 

(4) 主副貯水位計の手動切替機能 

主副貯水位計は、保守設定用の画面に主副両方の入力デ－タを表示し、任意に手動

にて切り替えられるものとする。対象設備は下表のとおりとする。 

手動切替は、現在選択されていない側の入力デ－タが正常デ－タもしくは、保守設

定されている場合のみ行えるものとする。 

入力デ－タ 本工事対象

貯水位計 ○

○：機能あり －：機能なし 



2-40 

2
-
4
0 

2－19 遠隔操作処理 （3－2－16. 遠隔操作処理）

(1) 遠隔操作場所に整備する装置 

遠隔操作場所に整備する装置は下表のとおりとする。 

装置名称 利水運用操作限定 本工事対象 

1．遠隔操作装置 ● ○ 

2．遠隔手動操作装置 ▲ － 

3．非常停止スイッチ(SW) ● ○ 

4．警報盤 ▲ ○ 

5．表示装置 ▲ ○ 

●：必須 ▲：オプション 

○：設備あり －：設備なし 

(2) 遠隔操作の種類 

遠隔操作の種類は下表のとおりとする。 

遠隔操作の種類 本工事対象 

洪水操作 － 

利水運用操作 ○ 

○：対象 －：対象外 

(3) 遠隔操作における操作演算処理 

遠隔操作における操作演算１処理の機能の適用は下表のとおりとする。操作演算２

処理、操作演算３処理については「２－１３ 操作演算処理」のとおりとする。 

表 2-36 操作演算１処理の機能の適用 

操作演算１処理 標準仕様 個別仕様 本工事対象 

定水位放流方式 ○ － － 

一定率一定量放流方式 ○ － － 

一定量放流方式 ○ － － 

定開度放流方式 ○ － － 

ただし書き操作放流方式 ○ － － 

設定流量放流方式 ○ － － 

発電代替放流方式 － ○ － 

開度設定値一回限り放流方式 ○ － ○ 

維持放流方式 － ○ ○ 

取水ゲート自動制御 － ○*1 － 

○：機能あり －：機能なし、(注意)*1：機側自動制御（遠隔からの設定なし）
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(4) 遠隔操作における操作処理 

遠隔操作における操作処理対象設備は下表のとおりとする。 

表 2-37 操作処理対象設備と操作方式 

放流設備 

機側 遠隔操作 

機側 

自動 
手動 

開度 

設定 

半 

自動 
自動 

非常 

停止 

【非常用洪水吐設備】       

クレスト自由越流堤 － － － － － － 

【常用洪水吐設備】       

常用洪水吐(ゲートレス) － － － － － － 

【低水（利水）放流設備】       

河川放流主バルブ － － ○ ○ ○ ○ 

 河川放流副バルブ － － － － － － 

制水バルブ － － － － － － 

【選択取水設備】       

表面取水ゲ－ト ○ － － － － － 

○：機能あり －：機能なし

(5) 遠隔操作の切替設定 

遠隔操作の切替設定は下表のとおりとする。 

遠隔操作の切替設定 本工事対象 

ダム優先方式：ダム側操作権を優先とし、ダム側操作中は遠

隔操作不可とする。 
－ 

後着優先方式：ダム、遠隔いずれからの操作も後着側を可と

する。 
○ 

○：対象 －：対象外 

(6) 遠隔操作におけるセキュリティ対策 

「４－３ セキュリティ対策」のとおりとする。 
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2－20 定数設定処理（個別仕様） 

ダム諸元、流域水文量警報判定値、ダム水文量警報判定値、流域水文量計算定数、ダ

ム水文量計算定数、データテーブル、操作のための演算処理定数等について、ダム管理

者が容易に設定できるものとする。 

(1) 設定値の確認と設定方法 

ア. 設定方法 

a. 定数の設定操作は、セキュリティ対策を施すものとする。 

b. 互いに関連する定数は、同時設定を考慮するものとする。 

イ. 設定値の確認 

貯水位－総貯水量表、河川H－Qテーブルの設定値については、設定内容をグラフ

で確認できるものとする。 

ウ. 設定値変更履歴の作成 

設定値を変更した場合は、設定値変更の履歴（変更日時、旧設定値、新設定値）

を作成するものとする。 
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(2) 定数設定項目 

次に、設定変更可能な定数設定項目一覧表を示す。 

表 2-38 定数設定項目一覧表 

区分 設定値名 設定値の内容 本工事対象 

ダム 

諸元 
ダム諸元 ダム基準水位、貯水量等 ○ 

各
種
定
数
・
定
数
テ
ー
ブ
ル

流域水文量警報判定値 
雨量警報、河川水位警報、河川流量

警報判定用定数 
○ 

ダム水文量警報判定値 
貯水位警報、流入量警報、放流量警

報判定用定数 
○ 

流域水文量計算定数 

雨量観測局ティーセン係数 ○ 

累計雨量リセット時間 ○ 

河川流量計算定数 ○ 

ダム水文量計算定数 
貯水池H－V、放流設備H－Q，H－A－

Q、発電設備H－P－Q 
○ 

流入量計算方式設定 
操作記録印字間隔、貯水位変化方式、

最小二乗法方式計算定数設定 
○ 

観測設備警報判定値 貯水位計水位差異常判定用定数等 ○ 

操
作
の
た
め
の
演
算
処
理
定
数

定水位放流方式 設定水位、放流ステップテーブル等 － 

一定率一定量放流方式 放流比率、許容流量差等 － 

一定量放流方式 設定流量、許容流量差等 － 

定開度放流方式 制御開始時許容流量差等 － 

ただし書き操作 開始水位、ただし書きテーブル等 － 

設定流量放流方式 設定流量、許容流量差等 － 

発電代替放流方式 発電代替放流制御条件、設定流量 － 

維持放流方式 
設定流量、許容流量差、渇水切替水

位、最大開度、演算周期 
○ 

開度設定一回限り放流方

式 

開度設定一回限り制御条件、設定開

度 
○ 

各放流方式の操作定数 各種放流方式の制御テーブル ○ 

放流量配分方法 同一放流設備での放流量配分方法 － 

下流放流制限 放流制限テーブル等 － 

ゲート動作制限タイマ 動作制限ソフトタイマ設定値 ○ 

ゲート動作制限解除 動作制限解除設定 － 

ゲート操作休止時間 操作処理における休止時間設定 ○ 

ゲート制御異常判定 ゲートの制御異常判定値 ○ 

ゲート動作状態 ゲート動作状態判定条件 ○ 

（凡例）○：機能あり －：機能なし 
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2－21 データ修正処理（個別仕様） 

データ修正処理は、既設機能による。 

管理日報データに欠測等が発生した場合に、次の対応が可能な機能を実装するものと

する。また、修正結果は、管理月報、管理年報に反映できるものとする。 

・ダム水文量・流域水文量データの修正 

・ダム水文量・流域水文量データ修正後のデータ再計算 

・ダム水文量・流域水文量データ修正後の管理月報、管理年報への修正結果の反映 

(1) データ修正処理の方法 

データ修正の方法を次に示す。 

ア. ダム水文量のデータ修正 

ダム水文量のデータ修正対象は、管理日報の次に示す項目の正時、定時、日最大

値（発生時刻を含む）、日最小値（発生時刻を含む）とする。 

a. 貯水位 

b. ゲート毎放流量 

c. 全流入量 

イ. ダム水文量の再計算 

a. 修正対象データにより算出する同時刻のデータについて再計算処理を行うものと

する。 

b. 修正対象データ及び再計算処理データの日集計データ(日合計、日平均)について、

再計算処理を行うものとする。 

なお、日最大値、日最小値は、1分データを使用しているので、発生時刻とデー

タを直接修正するものとする。 

ウ. 流域水文量のデータ修正 

流域水文量の修正データは、管理日報の次に示す項目の正時、定時データとする。 

a. 局別時間雨量 

b. 局別河川水位 

エ. 流域水文量の再計算 

a. 修正対象データにより算出する同時刻のデータについて再計算処理を行うものと

する。 

b. 修正対象データ及び再計算処理データの日集計データ(日合計、日平均、日最大値、

日最小値)について、再計算処理を行うものとする。 

なお、累計雨量は、再計算により修正日以降のデータが変化するため、再計算を

行う範囲を設定できるものとする。 

オ. 修正データ、再計算データの識別フラグ 

データ修正を行ったデータについてはフラグを「修正値」とし、再計算データに

ついてはフラグを「再計算値」とする。 

(2) データ修正項目 

データ修正による再計算項目の一覧を表 2-39に示す。 
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表 2-39 データ修正による再計算項目一覧表 

番
号

再計算項目 

データ修正項目 

貯
水
位

有
効
容
量
内
貯
水
量

有
効
容
量
内
空
容
量

有
効
容
量
内
貯
水
率

利
水
容
量
内
貯
水
率

非
常
用
洪
水
吐
放
流
量

常
用
洪
水
吐
放
流
量

河
川
放
流
主
バ
ル
ブ
放
流
量

ダ
ム
放
流
量

発
電
使
用
水
量

全
放
流
量

流
入
量

調
整
流
量

局
別
時
間
雨
量

局
別
累
計
雨
量

局
別
河
川
水
位

局
別
河
川
流
量

1 貯水位 ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － － － －

2 非常用洪水吐放流量 － － － － － ● － － ○ － ○ － ○ － － － －

3 常用洪水吐放流量 － － － － － － ● － ○ － ○ － ○ － － － －

4 河川放流主バルブ放流量 － － － － － － － ● ○ － ○ － ○ － － － －

5 発電使用水量 － － － － － － － － － ● ○ － ○ － － － －

7 流入量 － － － － － － － － － － － ● ○ － － － －

8 局別時間雨量 － － － － － － － － － － － － － ● ○ － －

9+ 局別河川水位 － － － － － － － － － － － － － － － ● ○

    (凡例)●：データ修正項目 

            ○：データ修正項目により計算結果が変化するため再計算を行う項目 

            －：データ修正項目の変更に影響がない項目（再計算が困難な項目等を含む） 



3-1 

第3章  設備機器仕様 

3－1 設備構成 

御部ダムのダム管理用制御処理設備を構成する機器は下表のとおりとする。 

表 3-1 機器構成一覧表（御部ダム管理所） 

No. 機器名称 規格 数量 単位 備考 

1 貯水位（主）計測装置 PLC 1 台 16-2に収容 

2 貯水位（副）計測装置 PLC 1 台 16-2に収容 

3 メディアコンバ－タ MC 6 台 16-1、機側盤収容 

4 ＨＵＢ HUB 1 台  

5 光ケ－ブル接続盤  1 台  

6 中継端子盤  1 台  

7 入出力装置     

-1 入出力装置 PLC 1 台 16-2に収容 

-2 発電所向入出力装置 PLC 1 台 16-2に収容 

8 放流操作装置１ FA-PC 1 台 既設OAﾗｯｸに収容 

9 放流操作装置２ FA-PC 1 台 既設OAﾗｯｸに収容 

10 操作表示器 非常停止 1 台 既設OAﾃﾞｽｸに収容 

11 情報入力・提供装置     

-1 処理部 FA-PC 1 台  

-2 入出力部 PLC 1 台  

12 制御系LAN HUB  1 台  

13 情報系LAN HUB 1 台  

14 表示装置 FA-PC 1 台 16-3に収容 

15 大型モニタ     

-1 大型モニタ1 50型 1 台 操作室 

-2 大型モニタ2 50型 1 台 事務室 

-3 大型モニタ3 26型 1 台 宿直室 

16 機器収容架     

-1 光接続盤・中継端子盤  1 架 操作室 

-2 入出力装置  1 架 操作室 

-3 情報入力・提供装置  1 架 操作室 

17 警報盤  2 台 事務室、宿直室 

18 遠方伝送装置  1 台 16-2に収容 

19 時計装置  1 台 16-3に収容 

20 ＶＰＮルータ  2 台  

21 ダム管理情報提供装置  1 台 既設OAﾃﾞｽｸに収容 

22 木都賀ダム諸量閲覧装置  1 台 既設OAﾃﾞｽｸに収容 

23 光受信器  2 台 光接続盤･中継端子盤に収容 

24 主水位計フロート式  1 式  

25 副水位計水晶水圧式  1 式  

26 貯水位光伝送装置     

-1 データロガー装置  2 台  

-2 光送信器  2 台  
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-3 中継ボックス  1 台  

-4 水位信号変換器  1 台  

-5 収容架  1 架  

表 3-2 機器構成一覧表（浜田県土整備事務所） 

No. 機器名称 規格 数量 単位 備考 

1 遠隔操作装置  １ 台  

2 表示装置  1 台  

3 大型モニタ  1 台  

4 警報盤  1 台  

5 操作表示器 非常停止 1 台  

6 遠隔伝送装置  1 台  

7 カラーレーザプリンタ  1 台  

8 ＶＰＮルータ  2 台  

9 Ｌ２ＳＷ  1 台  

表 3-3 予備機・予備品一覧表 

項目 規格等 数量 単位 納入形態 

【予備機】     

放流操作装置 FA－PC 0 台 保管 

情報入力・提供装置(PC 部) FA－PC 0 台 保管 

情報入力・提供装置(PLC 部) PLC 0 台 保管 

入出力装置 PLC 0 台 保管 

貯水位計測装置 PLC 0 台 保管 

時計装置 ﾀｲﾑｻ-ﾊﾞ 0 台 保管 

【予備品】     

モニタ FA－PC 用 0 台 保管 

メディアコンバ－タ 
機側PLC用 1 台 保管 

管理所用 1 台 ﾗｯｸｽﾍﾟ-ｽに実装 

FL－net 通信部 PLC 用 0 台 保管 

シリアル通信部 PLC 用 0 台 保管 

接点信号入出力部 PLC 用 0 台 保管 

ｱﾅﾛｸﾞ信号入出力部 PLC 用 0 台 保管 
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3－2 機器仕様 

3－2－1 御部ダム管理所 

(1) 貯水位（主）計測装置 

ア. PLC共通仕様 

No. 項 目 仕 様 
1 本体 － 

1-1 形式 PLC(プログラマブル・ロジック・コントローラ) 

1-2 演算MPU 
32ビットマイクロプロセッサと同等の機能を有す
るもの 

1-3 プログラム言語 ラダー等簡易言語 

1-4 RAS機能 

①メモリパリティエラー検出機能 
②停電検出及びシャットダウン機能 
③無効命令検出機能 
④ウォッチドックタイマ機能 

イ. PLC個別仕様 

No. 項 目 仕 様 
1 貯水位計信号入力 無電圧接点（P付BCD４桁以上） 
2 接続インタフェース 制御系LANインタフェース 
3 設置方法 入出力装置(架)に実装 

(2) 貯水位（副）計測装置 

貯水位（主）計測装置（PLC）仕様と同じとする。 

(3) メディアコンバ－タ 

No. 項 目 仕 様 

1 接続インタフェース 
LAN用インタフェース 
光（SM/GI）ケーブル用インタフェース 

2 伝送速度 10Mbps以上 
3 アクセス方式 FL-net 通信 
4 伝送距離 2km以上 

5 設置方法 

機器収容架に実装 
 光接続盤・中継端子盤（架）×3 
 表面取水ゲート機側操作盤×1 
 放流バルブ機側操作盤×1 
 御部発電所 遠方監視制御装置×1 

(4) HUB 

No. 項   目 仕             様
1 形  式 スイッチングHUB 

2 準拠規格
IEEE802.3I（10BASE-T） 
IEEE802.3u（100BASE-TX） 

3 ポ－ト数 16ポ－ト以上 
4 バックプレーン容量 3Gbps以上 
5 最大パケット転送能力 2Mbps以上 
6 設置方法 光接続盤・中継端子盤（架） に実装 
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(5)光ケーブル接続盤 

No. 項 目 仕 様 
1 形式 スライド式スプライスユニット 
2 接続芯数 24芯以上 
3 形状 ラックマウント型 

4 構成 
融着トレー、ケーブルガイド、 
クランプユニット 

5 設置方法 光接続盤・中継端子盤（架） に実装 

(6)中継端子盤 

No. 項 目 仕 様 

1 機能 

機側盤とゲート動作中、非常停止信号のメタルケ
ーブル信号を接続する機能を持つものとし、誘雷
防止器を実装するものとする。 
また機側盤向けの出力信号は有電圧接点を出力す
る事から、電源部を実装する。 

2 接続信号 
動作中信号（河川放流主バルブ、河川放流副バル
ブ、制水バルブ） 
非常停止信号（河川放流主バルブ） 

3 設置方法 光接続盤・中継端子盤（架） に実装 

(7)入出力装置 

ア. 入出力装置（PLC） 

a. 機能（ソフトウェア処理） 

入出力装置（PLC）は、次の機能を所定の周期内で処理できるものとする。機能の

詳細は、第2章 機能仕様 2-4 入出力処理による。 

① 機側系LANによる機側操作盤とのデータ送受信 

・放流設備の開度、機側盤状態信号の受信 

・放流設備の開度異常の受信と警報通報処理 

・放流設備の状態・異常の受信と警報通報処理 

・放流設備の目標開度、起動指令の送信 

・取水設備の状態・異常の受信と警報通報処理 

② 警報通報処理による警報吹鳴・警報表示の駆動 

③ 制御系LANによる放流操作装置等とのデータ送受信 

④ 放流操作装置からの目標開度、起動指令の入力 

⑤ 放流設備の制御状態・制御異常の監視と警報通報処理 

b. 機器仕様 

PLC共通仕様は、貯水位（主）計測装置（PLC）と同じとする。 

PLC個別仕様は次による。 

No. 項 目 仕 様 
1 機側操作盤向 LANインタフェ－ス(FL-net) 
2 放流操作装置向 制御系LANインタフェ－ス 
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3 設置方法 入出力装置(架)に実装 

イ. 発電所向入出力装置（PLC） 

a. 機能（ソフトウェア処理） 

発電所向入出力装置（PLC）は、次の機能を所定の周期内で処理できるものとする。 

① 御部発電所（遠方監視制御装置）との信号送受信 

・発電所データ（発電電力）の受信 

・発電所状態信号（発電中、停止中）の受信 

・ダムデータ（貯水位、弥栄雨量、流入量、発電使用水量）を送信 

② 受信データの入力処理と警報判定処理 

③ 制御系LANによる放流操作装置等とのデータ送受信 

b. 機器仕様 

PLC共通仕様は、貯水位（主）計測装置（PLC）と同じとする。 

PLC個別仕様は次による。 

No. 項 目 仕 様 
1 御部発電所向 LANインタフェ－ス(FL-net) 
2 放流操作装置向 制御系LANインタフェ－ス 
3 設置方法 入出力装置(架)に実装 

(8)放流操作装置１ 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

放流操作装置１は、次の機能を所定の周期内で処理できるものとする。機能の詳細は、

第2章 機能仕様に示す次の項目による。 

2-6 ダム水文量演算処理 

2-8 情報の判定と警報通報処理 

2-9 表示処理 

2-10 データ蓄積処理 

2-11 記録処理・集計処理 

2-13 操作演算処理 

2-14 操作処理 

2-16 操作ガイド処理 

2-18 保守設定処理 

イ. 機器仕様 

a. FA-PC共通仕様 

No. 項 目 仕 様 
1 本体仕様 産業用パソコンまたはＦＡパソコン 

1-1 CPU Xeon E3－1268L 2.4GHz相当以上 
1-2 主記憶部 8GB 以上（ECC 機能付） 
1-3 OS Windows  10 IoT Enterprise 2019 LTSC(日本語・
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英語版)(64ビット)以降 

1-4 補助記憶装置 
ハードディスク:500GB×2以上、RAID1以上 
外部記録装置:DVD-ROM以上 

1-5 表示出力 
RGB 又はDVI、HDMI等 
FHD 以上(フルカラー) 

1-6 RAS 機能 

最低限必要なRAS機能は以下のとおりとする。 
・メモリパリティエラ－検出機能 
・停電検出及びシャットダウン機能 
・無効命令検出機能 
・ウォッチドックタイマ機能 

1-7 その他 
24時間連続稼動を可能とする長寿命型の製品であ
ること。 

b. FA-PC個別仕様 

No. 項 目 仕 様 

1 インタフェ－ス 
制御系LANインタフェ－ス×１ 
情報系LANインタフェ－ス×１ 
（10/100BASE－T（RJ45）） 

2 表示部 
液晶23インチ以上 
解像度1,920×1,080以上 

3 設置方法 
FA－PCは、既設OAラックに収容 
モニタ、キーボード、マウスは、既設OAデスク上に
設置 

(9) 放流操作装置２ 

FA-PC共通仕様及びFA-PC個別仕様は、放流操作装置１と同じとする。 

(10) 操作表示器 

ア. 機能 

操作表示器は、放流設備の動作中表示および非常停止機能を有するものとする。放流

設備異常の表示、警報・通報発生時の警報音、通報音、動作中音の発生と、警報確認等

の操作が行えるものとする。 

機器パネル図を別紙－6に示す。 

イ. 機器仕様 

No. 項 目 仕 様 
1 警報表示 （表示ランプ）警報（一括表示） 
2 動作中表示 （表示ランプ）河川放流主バルブ 
3 警報音 電子音（ベル、ブザ、チャイム音相当） 
4 非常停止操作 （押釦スイッチ）河川放流主バルブ 

5 操作場所切替 
（キースイッチ）操作入/切 
（押釦スイッチ）遠方/遠隔 
（表示ランプ） 遠方/遠隔 

6 警報操作 
（押釦スイッチ） 
警報確認、警報復帰、警報音断、ランプテスト 

7 寸法 400（W）×350（D）×150（H）程度 
8 設置方法 既設OAデスク上に設置 
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(11) 情報入力・提供装置 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

情報入力・提供装置は、以下の機能を所定の周期内で処理できるものとする。機能の

詳細は、第2章 機能仕様 2-5通信処理、2-7流域水文量演算処理、2-8情報の判定と警報

通報処理による。 

a. テレメータ観測データの入力 

b. 地震観測情報の入力 

c. 無停電電源装置状態信号の入力 

d. 水防情報システム（県庁）向データ出力 

e. ダム情報提供装置向データ出力（DB参照） 

f. 電話応答通報装置向情報出力 

g. 流域水文演算処理 

h. 情報の判定と警報通報処理 

イ. 処理部・記憶部仕様 

a. 処理装置（FA-PC） 

FA-PC共通仕様は、放流操作装置１と同じとする。 

FA-PC個別仕様は、次のとおりとする。 

No. 項 目 仕 様 

1 インタフェ－ス 
情報系LAN インタフェ－ス×１ 
（10/100BASE－T（RJ45）） 

2 モニタ 
液晶15インチ以上 
解像度1,920×1,080以上 
DVIまたはHDMIインタフェース 

3 キーボード・マウス 
キーボード：USBキーボード 
マウス：USBマウス 

4 設置方法 情報入力・提供装置(架)に実装 

b. パソコン切替器 

No. 項 目 仕 様 

1 パソコン切替器 

切替対象パソコン：2台以上 
パソコン1：情報入力・提供装置FA-PC 
パソコン2：表示装置FA-PC 
モニタ：処理部・記憶部モニタ 
キーボード：処理部・記憶部キーボード 
マウス：処理部・記憶部マウス 

2 設置方法 情報入力・提供装置(架)に実装 

ウ. 入出力部仕様（PLC） 

PLC共通仕様は、貯水位（主）計測装置（PLC）と同じとする。 

PLC個別仕様は次による。 
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No. 項 目 仕 様 

1 インタフェ－ス 

情報系LAN インタフェ－ス×１ 
（10/100BASE－T（RJ45）） 
RS232C入力（テレメータ・放流警報装置向） 
RS232C入力（地震観測装置向） 
無電圧接点入力（無停電電源装置向） 

2 設置方法 情報入力・提供装置(架)に実装 

エ. その他 

表示装置（FA-PC）を情報入力・提供装置(架)に実装する。 

電話応答通報装置（既設流用）を情報入力・提供装置(架)に実装する。 

(12) 制御系LAN 

No. 項   目 仕             様
1 形  式 スイッチングHUB 

2 準拠規格
IEEE802.3I（10BASE-T） 
IEEE802.3u（100BASE-TX） 

3 ポ－ト数 16ポ－ト以上 
4 スイッチ容量 3Gbps以上 
5 最大パケット転送能力 2Mbps以上 
6 設置方法 入出力装置(架)に実装 

(13) 情報系LAN 

No. 項   目 仕             様

1 形  式 スイッチングHUB 

2 準拠規格
IEEE802.3I（10BASE-T） 

IEEE802.3u（100BASE-TX） 

3 ポ－ト数 16ポ－ト以上 

4 スイッチ容量 3Gbps以上 

5 最大パケット転送能力 2Mpps以上 

6 設置方法 情報入力・提供装置(架)に実装 

(14) 表示装置 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

表示装置は、大型モニタの表示処理を所定の周期内で処理できるものとする。機能の

詳細は、第2章 機能仕様 2-9 表示処理による。 

イ. 機器仕様 

FA-PC共通仕様は、放流操作装置１と同じとする。 

FA-PC個別仕様は、次のとおりとする。 

No. 項 目 仕 様 
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1 インタフェ－ス 
情報系LAN インタフェ－ス×１ 
HDMI（大型モニタ向）インタフェース×3 

2 映像信号延長器 
HDMI送信機×3 
HDMI受信機×3 

2 モニタ出力 
解像度1,920×1,080 以上 
DVIまたはHDMIインタフェース 

3 キーボード・マウス 
キーボード：USBキーボード 
マウス：USBマウス 

4 設置方法 情報入力・提供装置(架)に実装 

(15) 大型モニタ 

ア. 大型モニタ（操作室） 

No. 項 目 仕 様 
1 形式 液晶テレビ 
2 画面サイズ 50型程度 
3 画素数 1920×1080以上 
4 インタフェース DVI又はHDMI×2以上 
5 電源 AC100Ｖ±10%、50/60Hz±5% 
6 概略寸法 1200(W)×100(D)×750(H)程度 
7 設置方法 天吊り型（天吊り金具含む） 

イ. 大型モニタ（事務室） 

No. 項 目 仕 様 
1 形式 液晶テレビ 
2 画面サイズ 50型程度 
3 画素数 1920×1080以上 
4 インタフェース DVI又はHDMI×2以上 
5 電源 AC100Ｖ±10%、50/60Hz±5% 
6 概略寸法 1200(W)×100(D)×750(H)程度 
7 設置方法 天吊り型（天吊り金具含む） 

ウ. 大型モニタ（宿直室） 

No. 項 目 仕 様 
1 形式 液晶テレビ 
2 画面サイズ 26型程度 
3 画素数 1920×1080以上 
4 インタフェース DVI又はHDMI×2以上 
5 電源 AC100Ｖ±10%、50/60Hz±5% 
6 概略寸法 1200(W)×100(D)×750(H)程度 
7 設置方法 天吊り型（天吊り金具含む） 

(16) 機器収容架 

No. 項 目 仕 様 
1 構造 屋内用/鋼板製自立型 
2 形状 19インチラック又はこれと同等のもの 
3 性能 排熱対策、電源配線、収容機器固定できること 
4 寸法 600(W)×617(D)×2050(H)mm 程度 

5 名称 
光接続盤・中継端子盤 
入出力装置 
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情報入力・提供装置 
6 設置方法 床面固定式（耐震固定金具を含む） 

(17) 警報盤 

警報盤は、警報の一括表示、警報音の発生及び警報確認操作等の機能を有するものと

する。 

機器パネル図を別紙－6に示す。 

No. 項 目 仕 様 

1 接続インタフェ－ス 
・接点信号入力：ゲ－ト動作中 
・LANインタフェース：警報、状態信号 

2 警報表示 （表示ランプ）警報（一括表示） 
3 動作中表示 （表示ランプ）河川放流主バルブ 
4 警報音 電子音（ベル、ブザ、チャイム音相当） 

5 警報操作 
（押釦スイッチ） 
警報確認、警報復帰、警報音断、ランプテスト 

6 寸法 300(W) ×200(D)×400(H)mm 程度 
7 設置方法 壁掛型 

(18) 遠方伝送装置（PLC） 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

遠方伝送装置（PLC）は、次の機能を所定の周期内で処理できるものとする。 

① 入出力装置とのデータ送受信 

・放流設備の状態・異常の受信と遠隔設備向伝送処理 

・取水設備の状態・異常の受信と遠隔設備向伝送処理 

② 動作中信号の入力と遠隔設備向伝送処理 

③ 遠隔設備から非常停止信号を受信し放流設備向に信号出力 

④ 遠方/遠隔の操作表示器による操作場所切替信号の入出力 

イ. 機器仕様 

PLC共通仕様は、貯水位（主）計測装置（PLC）と同じとする。 

PLC個別仕様は次による。 

No. 項 目 仕 様 
1 機側操作盤向 LANインタフェ－ス(FL-net) 
2 放流操作装置向 制御系LANインタフェ－ス 
3 設置方法 入出力装置(架)に実装 

(19) 時計装置 

No. 項 目 仕 様 
1 時刻補正機能 GPSによる自動時刻補正機能 
2 時計精度 日差±100ms以内 
3 サ－バ機能 情報系LAN の接続装置に対する時計提供機能 
4 準拠規格 NTP、SNTP 等 
5 接続インタフェ－ス 10/100BASE－T（RJ45） 
6 その他 アンテナ付 
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7 設置方法 情報入力・提供装置(架)に実装 

(20) ＶＰＮルータ 

No. 項 目 仕 様 
1 接続インタフェース 10BASE-T/100BASE-TX/1000BASE-T×8以上 

2 WANプロトコル 
PPPoE(複数セッション対応､IPv4/IPv6)､IPoE､ 
データコネクト､IPoE<IPv4 over IPv6> 

3 VPN機能 IPsec/IPsecv3､IKE､IKEv2､ダイナミックVPN 
4 認証機能 ARP認証､MACアドレス認証､IEEE802.1X認証 
5 ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ機能 IPフィルタリング､URLフィルタ､SP､マルチNAT 
6 ＶＰＮ対地数 250程度 

7 ルーティングプロトコル 
IPv4：static､RIP､RIP2､OSPF､BGP4相当 
IPv6: static､RIPng､OSPFv3相当 

8 QoS機能 
優先制御、帯域制御、DiffServe、
TOS/TrafficClass制御、シェーピング相当 

9 電源 AC100V 

(21) ダム管理情報提供装置 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

ダム管理情報提供装置は、次の機能を所定の周期内で処理できるものとする。機能の

詳細は、第2章 機能仕様に示す次の項目による。 

2-10 データ蓄積処理 

ダム管理情報提供装置のソフトウェアは、既設ソフトウェアを移植するものとする。 

放流操作装置1または2の現用機は、ダム管理情報提供装置ファイルの蓄積データを

更新するものとする。 

イ. 機器仕様 

FA-PC共通仕様及びFA-PC個別仕様は、放流操作装置1と同じとする。 

(22) 木都賀ダム諸量閲覧装置 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

企業局ダム情報閲覧システムのWeb画面からWebスクレイピング機能を利用してデー

タを取得、情報入力・提供装置に木都賀ダム諸量データを出力する。 

情報入力・提供装置は、木都賀ダム諸量データ取込み時に負荷低減として、定時+2分

後に取得する。＋2分は設定値扱いとする。 

イ. 機器仕様 

FA-PC共通仕様及びFA-PC個別仕様は、放流操作装置１と同じとする。 

(23) 光受信器 

No. 項 目 仕 様 
1 波長 1550nm 
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2 光損失 最大15dB（伝送距離は最大5km） 
3 入力 光シリアル信号 
4 出力 デジタル信号 

5 接続方式 
入力：FCコネクタ（SM･10/125） 
出力：Ｄサブコネクタ 37極 
出力：FCコネクタ 

5 構造 ラックマウント/卓上形 
6 電源 AC100V 

(24) 主水位計フロート式 

ア. 水研62型自記水位計 

No. 項 目 仕 様 
1 検出方式  水研62型自記水位計 
2 測定範囲 0～50ｍ 
3 測定精度 ±0.1％FS以内 
 入力 軸(回転角)入力:1m/rev. 
4 出力 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ(BCD符号)信号 
5 構造 据置形防滴(IP42相当) 
6 電源 内蔵リチウム電池（電池寿命 約5年） 

(25) 副水位計水晶水圧式 

副水位として水晶振動子を利用した圧力式センサーで、変換器への信号伝送に光信号

(SM)を用いることで 

No. 項 目 仕 様 
1 検出方式  水晶式 
2 測定範囲 0～50ｍ 
3 測定精度 ±0.02％FS 
 波長 1.31μm 
4 材  質  SUS316L 
5 適用光ケーブル ＳＭ型光ファイバ（10/125μｍ）1芯 
6 電源 内蔵リチウム電池（電池寿命 約5年） 

(26) 貯水位光伝送装置 

ア. データロガー装置 

水位計からのBCD信号を入力し、本体メモリまたはSDカードに収録すると共にBCD 信

号を出力するものである。 

No. 項 目 仕 様 
1 入力 BCD信号 1量 
2 出力 BCD信号 1量 
3 表示 LCD(20文字2行) 
4 記憶媒体 SDｶｰﾄﾞ 2Gbyte 
5 構造 据置型 
6 電源 AC100V 
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イ. 光送信器 

No. 項 目 仕 様 
1 波長 1550nm 
2 光損失 最大15dB（伝送距離は最大5km） 
3 入力 デジタル信号 
4 出力 光シリアル信号 

5 接続方式 
入力：キャノンプラグ 24極 
出力：FCコネクタ（SM･10/125） 

6 構造 防水構造(IP68相当) 
7 電源 乾電池（電池寿命 約5年） 

ウ. 中継ボックス 

No. 項 目 仕 様 
1 入力 センサーケーブル 1条 
2 出力 光ケーブル１条又は光コード1～2本 
3 構造 屋外壁掛け型ボックス型（保護等級IP44） 
4 寸法 (W)305×(D)142×(H)430mm相当 

エ. 水位信号変換器 

No. 項 目 仕 様 
1 入力数 1量 
2 入力形式 光信号（センサーからの周波数信号28～44KHz) 
3 出力形式 BCD出力 1量 
4 表示 LCD(タッチパネル付) 
5 操作 タッチパネルによる 

6 処理機能 

(a)平均演算 無し 連続（1秒） 
      移動 20秒、1分、5分、10分（1秒毎）

移動 20秒、1分、5分、10分（2秒毎）
加重 5秒、10秒、15秒（1秒毎） 

(b)レベル加減算 -999.999m～+999.999m 
7 電源 AC100V 

ア. 収容架 

No. 項 目 仕 様 
1 構造 屋内自立閉鎖型 
2 形状 19インチラック又はこれと同等のもの 
3 性能 実装する機器の発熱を考慮したものであること。
4 寸法 600(W)×600(D)×1650(H)mm 程度 
5 名称 貯水位光伝送装置 
6 設置方法 床面固定式（耐震固定金具を含む） 

7 その他 
光成端箱を実装 
光ケーブル数 2条 
収容心数 単心：24C 
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3－2－2 浜田県土整備事務所 

(1) 遠隔操作装置 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

遠隔操作装置は、御部ダムの放流操作装置と連携し、次の機能を遠隔から処理できる

ものとする。機能の詳細は、第2章 機能仕様に示す次の項目による。 

2-6 ダム水文量演算処理 

2-8 情報の判定と警報通報処理 

2-9 表示処理 

2-10 データ蓄積処理 

2-11 記録処理・集計処理 

2-13 操作演算処理 

2-14 操作処理 

2-16 操作ガイド処理 

2-18 保守設定処理 

イ. 機器仕様 

FA-PC共通仕様は、放流操作装置１と同じとする。 

FA-PC個別仕様は、次のとおりとする。 

No. 項 目 仕 様 

1 インタフェ－ス 
情報系LAN インタフェ－ス×１ 
（10/100BASE－T（RJ45）） 

2 表示部 
液晶23インチ以上 
解像度1,920×1,080以上 

3 設置方法 既設OAデスクに収容 

(2) 表示装置 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

表示装置は、大型モニタの表示処理を所定の周期内で処理できるものとする。機能の

詳細は、第2章 機能仕様 2-9 表示処理による。 

イ. 機器仕様 

FA-PC共通仕様は、放流操作装置１と同じとする。 

FA-PC個別仕様は、次のとおりとする。 

No. 項 目 仕 様 

1 インタフェ－ス 
情報系LANインタフェ－ス×１ 
HDMI（大型モニタ向）インタフェース×3 

2 映像信号延長器 
HDMI送信機×1 
HDMI受信機×1 

3 モニタ出力 
解像度1,920×1,080 以上 
DVIまたはHDMIインタフェース 

4 キーボード・マウス 
キーボード：USBキーボード 
マウス：USBマウス 

5 設置方法 既設OAデスクに収容 
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(3)大型モニタ 

No. 項 目 仕 様 
1 形式 液晶テレビ 
2 画面サイズ 50型程度 
3 画素数 1920×1080以上 
4 インタフェース DVI又はHDMI×2以上 
5 電源 AC100Ｖ±10%、50/60Hz±5% 
6 概略寸法 1200(W)×100(D)×750(H)程度 
7 設置方法 天吊り型（天吊り金具含む） 

(4) 警報盤 

警報盤の機能と機器仕様は、御部ダム警報盤と同じとする。 

(5) 操作表示器 

操作表示器の機能と機器仕様は、御部ダム操作表示器と同じとする。 

(6) 遠隔伝送装置（PLC） 

ア. 機能（ソフトウェア処理） 

遠隔伝送装置（PLC）は、次の機能を所定の周期内で処理できるものとする。 

① 遠方伝送装置とのデータ送受信 

・放流設備の状態・異常の受信処理 

・取水設備の状態・異常の受信処理 

② 動作中信号の入力と操作表示器出力処理 

③ 操作表示器から非常停止信号を受信し放流設備向に出力 

④ 遠方/遠隔の操作表示器による操作場所切替信号の入出力 

イ. 機器仕様 

PLC共通仕様は、貯水位（主）計測装置（PLC）と同じとする。 

PLC個別仕様は次による。 

No. 項 目 仕 様 
1 遠方伝送装置向 LANインタフェ－ス(FL-net) 
2 操作表示器向 接点インタフェ－ス 
3 設置方法 既設OAデスクに収容 

(7) カラーレーザプリンタ 

No. 項 目 仕 様 
1 プリント方式 LED 方式又はレーザビーム走査方式 
2 解像度 1,200dpi以上 
3 印字速度 A4 印刷で30PPM以上 
4 用紙サイズ A3、A4対応（同時装填可能なこと） 
5 通信I/F 部 10BASE-T／100BASE-TX インタフェース 



3-16 

6 形 状 
・ 床上据付型（キャスター付） 
・ 増設給紙トレイ（A4：500 枚以上、A3： 
500 枚以上） 

7 寸 法 600(W)×600(D)×1,000(H)mm 程度 
8 設置方法 床面固定式（耐震固定金具を含む） 

(8) ＶＰＮルータ 

3-2-1 (20) ＶＰＮルータ仕様と同じとする。 

(9) Ｌ２ＳＷ 

No. 項   目 仕             様
1 形式 スイッチングHUB 

2 準拠規格
IEEE802.3I（10BASE-T） 
IEEE802.3u（100BASE-TX） 

3 ポ－ト数 16ポ－ト以上 
4 スイッチ容量 3Gbps以上 
5 最大パケット転送能力 2Mpps以上 

3－2－3 予備機・予備品 

(1) 放流操作装置 

3-2-1 (8) 放流操作装置1仕様と同じとする。 

(2) 情報入力・提供装置 

3-2-1 (11) 情報入力・提供装置仕様と同じとする。 

(3) 入出力装置 

3-2-1 (7) 入出力装置仕様と同じとする。 

(4) 貯水位計測装置 

3-2-1 (1) 貯水位（主）計測装置（PLC）仕様と同じとする。 

(5) 時計装置 

3-2-1 (19) 時計装置仕様と同じとする。 

(6) モニタ 

3-2-1 (8) 放流操作装置1仕様と同じとする。 

(7) メディアコンバータ 

3-2-1 (3) メディアコンバータ仕様と同じとする。 

(8) FL－net 通信部 

3-2-1 (7) 入出力装置仕様と同じとする。 

(9) シリアル通信部 

3-2-1 (7) 入出力装置仕様と同じとする。 

(10) 接点信号入出力部 

3-2-1 (7) 入出力装置仕様と同じとする。 
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(11) ｱﾅﾛｸﾞ信号入出力部 

3-2-1 (7) 入出力装置仕様と同じとする。 
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3－3 関連設備との接続仕様 （1－3.仕様の範囲）

装置毎の関連設備との接続仕様は下表のとおりとする。 

装置名称 
接続の 

有無 
信号型式 通信仕様 

貯水位計 ○ BCD  

テレメ－タ装置 ○ 
RS－232C 

（国電通仕第21 号） 

別紙-7関連設備との

接続仕様 

電話応答通報装置 ○ RS－232C 
別紙-7関連設備との

接続仕様 

地震観測装置 ○ RS－232C 
別紙-7関連設備との

接続仕様 

水防情報システム(県庁) ○ TCP/IP 
別紙-7関連設備との

接続仕様 

ダム管理情報提供装置 ○ ファイル更新 
別紙-7関連設備との

接続仕様 

気象観測装置 － － － 

水質観測装置 － － － 

堤体観測装置 － － － 

時計装置 ○ 情報系LAN(TCP/IP)  

流出予測装置 － － － 

木都賀ダム諸量閲覧装置(個別) ○ TCP/IP  

○：接続あり －：接続なし 
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第4章  安全対策 

4－1 安全対策の基本事項 （5－1. 安全対策の基本事項 及び 5－2. 機能安全性の確保）

安全機能については、「安全機能の検査要領（案）」に従い、試験方案書を作成し試験

を実施するものとする。 

4－2 遠隔操作における安全対策 （5－3. 遠隔操作導入における安全対策）

(1) 操作の安全性 

安全機能については、「安全機能の検査要領（案）」に従い、試験方案書を作成し試験

を実施するものとする。 

(2) バックアップ機構 

遠隔操作場所からの制御中に、遠隔操作装置から放流設備の停止操作が不能となっ

た場合、遠隔操作場所から放流設備の停止や非常停止を行えるバックアップ機構を設

ける。 

バックアップ機構は下表のとおりとする。 

機 構 本工事対象 

1．遠隔用の非常停止スイッチ(SW)による「非常停止」操作で、該当放

流設備の動作を非常停止できる機構。 
○ 

2．遠隔手動操作装置による「停止」操作で、遠方手動操作装置経由で

該当放流設備の動作を停止できる機構。 
－ 

○：対象 －：対象外 

(3) バックアップ回線 

バックアップ回線は下表のとおりとする。 

バックアップ回線種別 

マイクロ回線 

4－3 セキュリティ対策 （5－5. セキュリティ対策）

(1) ファイアウォ－ル 

別途設備のファイアウォ－ル装置で対策をする。 

(2) ウイルス対策 

ウイルス対策は、下表のとおり接続されるLAN種別により常駐対策、非常駐対策 

を行う。非常駐対策は製作仕様書に対策方法を記載すること。 



4-2 

ＬＡＮ種別 対策 本工事対象 

情報系LANに接続される装置 非常駐 ○ 

遠隔系LANに接続される装置 
非常駐 ○ 

常駐 － 

○：対象 －：対象外 

(3) 認証対策 

認証対策は、下表のとおりとする。 

端末ログインセキュリティ 本工事対象 

パスワ－ド ○ 

生体認証 － 

○：対象 －：対象外 

遠隔手動装置等のセキュリティ 本工事対象 

キ－ロック（物理キ－） ○ 

遠隔操作装置によるソフトロック － 

○：対象 －：対象外 
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

１ ３ 機側盤機能 機側盤 ①PLC障害発生時の誤
動作防止 
②伝送異常時の誤動作
防止 
③操作指令異常時の誤
動作防止 
④開度制御中のｹﾞ－ﾄ
設備異常時の処理 

(1) 機側盤のPLC暴走による誤動作防止 
下記PLCの異常を検出した場合は、動作信号（開閉）をオ
フし、処理を停止する。 

       ゲ－ト制御 
監視・表示処理 

 ① 制御または演算渋滞 
○ 

   試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

動作信号（開閉）がオフされ、処理が停止される
とともに、所定の通報・警報が行なわれること。

「情報の判定処理
機能仕様書」など 

 ② CPU・メモリ異常 
○ 

   ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

動作信号（開閉）がオフされ、処理が停止される
とともに、所定の通報・警報が行なわれること 

 ③ 電源異常 
○ ○ 

 ＰＬＣの電源を規定値以下に低下させる 動作信号（開閉）がオフされ、処理が停止される
とともに、所定の通報・警報が行なわれること。

(2) 伝送異常時の誤動作防止 
下記伝送異常時検出時は動作信号（開閉）をオフする。 

 ① 伝送路断 
○ ○ 

 FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り外す。動作信号（開閉）がオフされるとともに、所定の
通報・警報が行なわれること。 

 ② FL－netインタフェ－ス異常 
○ 

   インタフェ－ス異常（通信異常）を発生させる。 動作信号（開閉）がオフされるとともに、所定の
通報・警報が行なわれること。 

 ③ 入出力装置PLC異常 
○ ○ 

 入出力装置のPLCの電源を切る 動作信号（開閉）がオフされるとともに、所定の
通報・警報が行なわれること。 

 ④ 遠方手動操作装置PLC異常 
○ ○ 

 遠方手動操作装置のPLCの電源を切る 動作信号（開閉）がオフされるとともに、所定の
通報・警報が行なわれること。 

(3) 操作指令異常時の誤動作防止        

 ① あらかじめ設定された時間以上の連続操作信号受信
時は、動作信号（開閉）をオフする。 

○ 
   模擬的に「操作指令」信号を連続して発生させる 動作信号（開閉）がオフされるとともに、所定の

通報・警報が行なわれること。 

 ② 保守中は動作信号（開閉）をオフする。 
○ 

   「保守中」の釦を押下する 動作信号（開閉）がオフされるとともに、所定の
通報・警報が行なわれること。 

(4) ゲ－ト設備異常による誤動作防止 
ゲ－ト設備について下記の監視を行い、異常時は通報し
制御を停止する。 

 ① 開閉操作しても開中・閉中信号が入力されない。 
○ 

   開・閉操作中、シミュレ－タより開中・閉中信号を入力
させない。（制御渋滞①発生） 

制御渋滞①を検出し、制御停止するとともに所定
の通報・警報が行なわれること。 

 ② 開閉操作しても開度が変化しない。 
○ ○ 

 開閉操作中、シミュレ－タより開度変化を生じさせない。
（制御渋滞②発生） 

制御渋滞②を検出し、制御停止するとともに所定
の通報・警報が行なわれること。 

 ③ 開閉指令を与えていないゲ－ト設備が動作（開中閉 
中又は 開度変化）した。 ○ 

   開閉指令を与えていないゲ－トに対して、シミュレ－タ
より開中・閉中信号入力または開度を変化させる。（不正
動作①発生） 

不正動作①を検出し、制御停止するとともに所定
の通報・警報が行なわれること。 

 ④ 開閉指令停止後、開閉中信号が落ちない。 
○ 

   開閉指令停止後、シミュレ－タより開閉中信号を落とさ
ない。（不正動作②発生） 

不正動作②を検出し、制御停止するとともに所定
の通報・警報が行なわれること。 

 ⑤ 開度値が飛ぶ。 
○ 

   開閉操作中、シミュレ－タより開度を急変（２秒／１cm
以上の変化）させる。（不正動作③発生） 

不正動作③を検出し、制御停止するとともに所定
の通報・警報が行なわれること。 

 ⑥ 開閉指令中にもかかわらず、開度値が目標開度に 
到達しない。 

○ 
   開閉操作中、シミュレ－タより開度変化を生じさせない。

（制御渋滞③発生） 
制御渋滞③を検出し、制御停止するとともに所定
の通報・警報が行なわれること。 

２ ３ 機側－管理 
所間伝送 

光ケ－ブル
接続盤・中継
端子盤 

①伝送路断時の処理 
②伝送路復旧時の処理 
③伝送速度の確保 
（２秒／１cm） 

(1) 伝送路断時の処理 
開閉の操作情報を伝送中に伝送路が断した場合は、ゲ－ 
ト動作を終了する。 

○  ○ 
 FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り外す。ゲ－ト動作が停止し、所定の通報・警報が行なわ

れること。 

(2) 伝送路正常復帰時の処理 
伝送路が正常復帰した時は初期状態に戻り、たとえ伝送 
路断時に操作中であっても、操作オフすること。 

○  ○ 
 FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り付け

る。 
操作信号がオフされ、所定の通報・警報が行なわ
れること。 

(3) 伝送速度の保持 
送受信情報の多少並びにゲ－ト門数の多少にかかわら 
ず、機側盤、入出力装置間での伝送速度がゲ－トの動作 
速度２秒/１cmに対して充分であること。 

○ 

   全ゲ－トを同時に動作させ、そのときの伝送速度（FL－
NET 
上のリフレッシュサイクル）を測定する。 

FL－net上のリフレッシュサイクルが５０ｍｓ程
度であること 

 入出力処理 

(4) 伝送情報が化けることによる誤動作防止（FL－netの伝送
上の異常により伝送情報が機側盤で操作信号と誤認識さ 
れることを防止する）、下記の異常について対策する。 

       ゲ－ト制御 
監視・表示処理 

 ① FL－net伝送の情報（アドレス、情報）化け 
○ 

   試験装置またはテストツ－ルにより情報化けを発生させ
る。 

ゲ－ト動作が停止し、所定の通報・警報が行なわ
れること。 

 ② FL－netインタフェ－スのメモリ異常 
○ 

   PLCのメモリ不足を発生させＣＰＵ異常とする。 ゲ－ト動作が停止し、所定の通報・警報が行なわ
れること。 
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

３ ３ 入出力処理 入出力処理 ①PLC障害時の誤処理 
防止 
②伝送路異常発生時の 
指令出力・ゲ－ト情報
入力処理 

(1) 入出力装置のPLC暴走による誤処理防止 
下記PLCの異常を検出した場合は、操作信号をオフし処理
を停止する。 

   ゲ－ト制御 
監視・表示処理 

 ① 制御または演算渋滞 
○    

試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ② CPU・メモリ異常 
○    

ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ③ 電源異常 
○  ○  

ＰＬＣの電源を規定値以下に低下させる。 操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

３ ３ 入出力処理 入出力処理 ①PLC障害時の誤処理 
防止 
②伝送路異常発生時の 
指令出力・ゲ－ト情報
入力処理 

(2) 入力情報異常時の誤処理防止 
下記制御系LAN経由の情報入力異常を検知し、通報し、操
作信号をオフする。 

 ① 制御系LAN異常 
○    

制御系LANの異常を発生させる。 操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ② 放流操作装置異常 
○  ○  

放流操作装置の電源を切る。 操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

(3) 伝送異常時の操作信号出力停止 
下記伝送異常検出時は、操作信号をオフする。 

 ① 伝送路断 
○  ○  

FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り外す。操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ② FL－netインタフェ－ス異常 
○    

FL－net伝送路の接続コネクタを取り外し、インタフェ－
ス異常（通信異常）を発生させる。 

操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ③ 機側盤PLC異常 
 ○  ○  

機側盤のPLCの電源を切る。 操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報 
が行なわれること。 

４ ３ ゲ－ト動作 遠方手動操
作装置 

①遠方手動操作装置 
 ・PLC障害発生時の誤
動作防止 
 ・伝送路異常発生時 
の指令出力・ゲ－ト情
報入力処理 

(1) 遠方手動操作装置のPLC暴走による誤処理防止 
下記PLCの異常を検出した場合は、操作信号をオフし処 
理を停止する。 

 ① 制御または演算渋滞 
○    

試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ② CPU・メモリ異常 
 ○    

ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とす 
る。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ③ 電源異常 
○  ○  

ＰＬＣの電源を規定値以下にする。 操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

(2) 伝送異常時の操作信号出力停止 
下記伝送異常検出時は、操作信号をオフする。 

 ① 伝送路断 
○  ○  

FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り外す。操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ② FL－netインタフェ－ス異常 
○    

FL－net伝送路の接続コネクタを取り外し、インタフェ－
ス異常（通信異常）を発生させる。 

操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ③ 機側盤PLC異常 
○  ○  

機側盤のPLCの電源を切る 操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

４ ３ ゲ－ト動作 遠隔操作装
置 

②遠方操作装置 
 ・伝送路異常発生時 
の放流操作装置との通
信処理 

(3) 伝送異常時の操作信号出力停止 
下記伝送異常検出時は、操作信号をオフする。 

   監視・表示処理 

 ① 伝送路断 
○  ○  

FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り外す。処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② 情報系LAN異常 
○    

情報系LANの異常を発生させる 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 放流操作装置異常 
○  ○  

放流操作装置の電源を切る 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行ること。 



安
全
機
能
の
検
査
要
領
（
案
）
 

4
-
5 

安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

４ ３ ゲ－ト動作 遠隔手動操
作装置 

③遠隔手動操作装置 
 ・PLC障害発生時の誤
動作防止 
 ・伝送路異常発生時
の指令出力・ゲ－ト情
報入力処理 

(4) 遠隔手動操作装置のPLC暴走による誤処理防止 
下記PLCの異常を検出した場合は、操作信号をオフし処 
理を停止する。 

       ゲ－ト制御 
監視・表示処理 

 ① 制御または演算渋滞 
○   

 試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ② CPU・メモリ異常 
○   

 ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ③ 電源異常 
○  ○ 

 ＰＬＣの電源を規定値以下にする 操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

(5) 遠方手動操作装置のPLC暴走による誤処理防止 
下記PLCの異常を検出した場合は、操作信号をオフし処 
理を停止する。 

 ① 制御または演算渋滞 
○   

 試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ② CPU・メモリ異常 
○   

 ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

 ③ 電源異常 
○  ○ 

 ＰＬＣの電源を規定値以下にする。 操作信号がオフされ、処理が停止されるととも
に、所定の通報・警報が行なわれること。 

(6) 伝送異常時の操作信号出力停止 
下記伝送異常検出時は、操作信号をオフする。 

 ① 伝送路断 
○ ○ 

 FL－net伝送路（光ケ－ブル）の接続コネクタを取り外す。操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

○ ○ 
 遠方手動操作装置－遠隔手動操作装置間のケ－ブルを 

外す。 
操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ② FL－netインタフェ－ス異常 
○ 

 インタフェ－ス異常（通信異常）を発生させる。 操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

 ③ 機側盤PLC異常 
○ ○ 

 機側盤のPLCの電源を切る。 操作信号がオフされるとともに、所定の通報・警
報が行なわれること。 

５ ３ ゲ－トの操
作処理 

放流操作装 
置 

①放流操作装置(FAﾊﾟｿ
ｺﾝ)障害発生時の誤処
理防止 

(1) 放流操作装置のPLC又はFAパソコン暴走による誤処理防
止 
下記PLC又は FAパソコンの異常を検出した場合は、処理 
を停止する。 

       監視・表示処理 

 ① 制御または演算渋滞 
○   

 試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② CPU・メモリ異常 
○   

 ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 電源異常 
○  ○ 

 ＰＬＣ又は FAパソコンの電源を規定値以下に低下させ
る。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

(2) 入力情報異常時の誤処理防止 
下記制御系LAN経由の情報入力異常を検知し、異常内 
容を通報し、当該処理を中断する。 

 ① 制御系LAN異常 
○   

 制御系LANの異常を発生させる。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② 入出力装置異常 
○  ○ 

 入出力装置の電源を切る。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 貯水位計測装置異常 
○  ○ 

 貯水位計測装置の電源を切る。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること 
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

５ ３ ゲ－トの操 
作処理 

遠隔操作装 
置 

②遠隔操作装置(FAﾊﾟｿ 
ｺﾝ)障害発生時の誤処 
理防止 

(3) 遠隔操作装置のPLC又はFAパソコン暴走による誤処理 
防止 
下記PLC又は FAパソコンの異常を検出した場合は、処理 
を停止する。 

       監視・表示処理 

 ① 制御または演算渋滞 
○   

 試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② CPU・メモリ異常 
○   

 ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 電源異常 
○  ○ 

 ＰＬＣ又は FAパソコンの電源を規定値以下に低下させ
る。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

(4) 入力情報異常時の誤処理防止 
下記制御系LAN経由の情報入力異常を検知し、異常内 
容を通報し、当該処理を中断する。 

 ① 制御系LAN異常 
○   

 制御系LANの異常を発生させる 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② 入出力装置異常 
○  ○ 

 入出力装置の電源を切る。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 貯水位計測装置異常 
○  ○ 

 貯水位計測装置の電源を切る。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

５ ３ ゲ－トの操 
作処理 

放流操作装
置 

③操作員の誤操作防止 
 ・うっかり操作 
 ・勘違い･思い込み操
作 
 ・不慣れ操作 

(5) うっかり操作防止 
以下のような「うっかり操作」が行なわれても、ゲ－ト動
作しないこと。 

 ① 誤って操作釦（タッチパネルではマ－カ）に手をつい
た。 

○  ○ 
 キ－スイッチを「入」状態とし抜き取った後、ランダム

に遠方手動操作パネル及び放流操作装置画面に触れる。
ゲ－トが動作しないこと。  

 ② 素人がイタズラ操作した。 
○  ○ 

 キ－スイッチを「切」状態とし抜き取った後、ランダム
に遠方手動操作パネル画面のボタンの開又は閉を操作す
る。 

ゲ－トが動作しないこと。  

(6) 勘違い・思い込み操作防止 
以下のような「勘違い」、「思い込み」をした時でも、ゲ－
ト動作に直結しないこと（ゲ－トが動作するまでに気付
くこと）。 

 ① 操作する対象ゲ－ト、操作量、時機を勘違い（思い込
み）していた。 

○  ○ 

 半自動で目標値が算出されていない時に、｢起動｣操作す
る。 
開度一回限り操作で放流原則以上の開度値を設定操作す
る。 

ゲ－トが動作しないこと。又操作間違いの通報を
行うこと。 

 ② 操作するゲ－トを勘違い（思い込み）していた。 
○  ○ 

 開度設定操作で操作細則のゲ－ト順及び開度差を守らな
い操作をする。 

ゲ－ト動作前に通報を出し、｢確認｣をしたあとゲ
－ト動作すること。 

 ③ 操作する量を勘違い（思い込み）していた。 
○  ○ 

 開度一回限り操作で放流原則以上の開度値を設定操作 
した。 

ゲ－トが動作しないこと。又操作間違いの通報を
行うこと。 

 ④ 開閉操作の操作釦を勘違い（思い込み）していた。 
○  ○ 

 流入量増加時に、閉方向の開度一回限り操作を行う。又
流入量が減少し洪水末期状態で開方向の開度一回限り操
作を行う。 

ゲ－ト動作前に通報を出し、｢確認｣をしたあとゲ
－ト動作すること。 

 ⑤ 操作時機を勘違い（思い込み）していた。 

○  ○ 

 半自動で目標値が算出されていない時に、｢起動｣操作す
る。 
開度一回限り操作で放流原則以上の開度値を設定操作す
る。 

ゲ－トが動作しないこと。又操作間違いの通報を
行うこと。 

(7) 不慣れのための誤操作防止 
以下の機能を有すること。 

 ① ダム職員であれば、初対面から操作・監視できるこ 
と。 

○  ○ 
 各操作方式の操作画面で操作を行う。 適切な操作ガイダンスが行なわれること。  

 ② 操作開始までの手順が必要以上に複雑でないこと。 ○  ○  各操作方式の操作画面で操作を行う。 ２～３のアクションで操作開始すること。  

 ③ 操作中に、必要な情報がリアルタイムで監視できるこ
と。 

○  ○ 
 監視パネル情報を表示させ、ゲ－ト操作を行なう。 開度、監視情報がリアルタイムで更新されるこ

と。 

 ④ 操作中のゲ－トを識別できること。 
○  ○ 

 監視パネル情報を表示させ、ゲ－ト操作を行なう。 操作中のゲ－トの開度、監視情報が更新され、動
作していない他のゲ－トとの識別が容易なこと。

(8) 「保守中」の宣言忘れの防止 
ゲ－ト操作時に保守中のゲ－トを忘れないようにする。 

○  ○  
｢保守中｣設定を行い、各操作方式の操作画面で｢保守中｣
の確認を行う。 

各操作画面で、保守中ゲ－トの識別が容易に行え
ること。 

 保守中設定処理 
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

５ ３ ゲ－トの操 
作処理 

遠隔操作装 
置 

③操作員の誤操作防止 
 ・うっかり操作 
 ・勘違い･思い込み操
作 
 ・不慣れ操作 

(5) うっかり操作防止 
以下のような「うっかり操作」が行なわれても、ゲ－ト動
作しないこと。 

       監視・表示処理 

 ① 誤って操作釦（タッチパネルではマ－カ）に手をつい
た。 

○  ○ 
 キ－スイッチを「入」状態とし抜き取った後、ランダム

に遠隔手動操作パネル及び遠隔操作装置画面に触れる。
ゲ－トが動作しないこと。  

 ② 素人がイタズラ操作した。 
○  ○ 

 キ－スイッチを「切」状態とし抜き取った後、ランダム
に遠隔手動操作パネル画面のボタンの開又は閉を操作す
る。 

ゲ－トが動作しないこと。  

(6) 勘違い・思い込み操作防止 
以下のような「勘違い」、「思い込み」をした時でも、ゲ－
ト動作に直結しないこと（ゲ－トが動作するまでに気付
くこと）。 

 ① 操作する対象ゲ－ト、操作量、時機を勘違い（思い込
み）していた。 

○  ○ 

 半自動で目標値が算出されていない時に、｢起動｣操作す
る。 
開度一回限り操作で放流原則以上の開度値を設定操作 
する。 

ゲ－トが動作しないこと。又操作間違いの通報を
行うこと。 

 ② 操作するゲ－トを勘違い（思い込み）していた。 
○  ○ 

 開度設定操作で操作細則のゲ－ト順及び開度差を守らな
い操作をする。 

ゲ－ト動作前に通報を出し、｢確認｣をしたあとゲ
－ト動作すること。 

 ③ 操作する量を勘違い（思い込み）していた。 
○  ○ 

 開度一回限り操作で放流原則以上の開度値を設定操作 
した。 

ゲ－トが動作しないこと。又操作間違いの通報を
行うこと。 

 ④ 開閉操作の操作釦を勘違い（思い込み）していた。 
○  ○ 

 流入量増加時に、閉方向の開度一回限り操作を行う。又
流入量が減少し洪水末期状態で開方向の開度一回限り 
操作を行う。 

ゲ－ト動作前に通報を出し、｢確認｣をしたあとゲ
－ト動作すること。 

 ⑤ 操作時機を勘違い（思い込み）していた。 

○  ○ 

 半自動で目標値が算出されていない時に、｢起動｣操作す
る。 
開度一回限り操作で放流原則以上の開度値を設定操作 
する。 

ゲ－トが動作しないこと。又操作間違いの通報を
行うこと。 

(7) 不慣れのための誤操作防止 
以下の機能を有すること。 

 ① ダム職員であれば、初対面から操作・監視できること。
○  ○ 

 各操作方式の操作画面で操作を行う。 適切な操作ガイダンスが行なわれること。  

 ② 操作開始までの手順が必要以上に複雑でないこと。 ○  ○  各操作方式の操作画面で操作を行う。 ２～３のアクションで操作開始すること。  

 ③ 操作中に、必要な情報がリアルタイムで監視できるこ
と。 

○  ○ 
 監視パネル情報を表示させ、ゲ－ト操作を行なう。 開度、監視情報がリアルタイムで更新されるこ

と。 

 ④ 操作中のゲ－トを識別できること。 
○  ○ 

 監視パネル情報を表示させ、ゲ－ト操作を行なう。 操作中のゲ－トの開度、監視情報が更新され、動
作していない他のゲ－トとの識別が容易なこと。

(8) 「保守中」の宣言忘れの防止 
ゲ－ト操作時に保守中のゲ－トを忘れないようにする。 

○  ○  
｢保守中｣設定を行い、各操作方式の操作画面で｢保守中｣
の確認を行う。 

各操作画面で、保守中ゲ－トの識別が容易に行え
ること。 

 保守中設定処理 

６ ３ 操作量の算 
出 

放流操作装 
置 

①放流操作装置(FAﾊﾟｿ 
ｺﾝ)障害発生時の誤算 
出防止 
②目標放流量の合理性 
チェック 
③目標開度の合理性 
チェック 

(1) 放流操作装置のPLC又はFAパソコン暴走による誤処理 
防止 
下記PLC又は FAパソコンの異常を検出した場合は、処理 
を停止する。 

       ゲ－ト制御 
監視・表示処理 

  制御または演算渋滞 
○   

 試験装置またはテストツ－ルにより制御・演算渋滞を発
生させる。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

  CPU・メモリ異常 
○   

 ＣＰＵ・ＷＤＴ或いはメモリ不足を発生させＣＰＵ異常
とする。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

  電源異常 
○  ○ 

 ＰＬＣ又は FAパソコンの電源を規定値以下に低下させ
る。 

処理が停止されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

(2) 入力情報異常時の誤処理防止 
下記制御系LAN経由の情報入力異常を検知し、異常内 
容を通報し、当該処理を中断する。 

 ① 制御系LAN異常 
○   

 制御系LANの異常を発生させる。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② 入出力装置異常 
○  ○ 

 入出力装置の電源を切る。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 貯水位計測装置異常 
○  ○ 

 貯水位計測装置の電源を切る。 処理が中断されるとともに、所定の通報・警報が
行なわれること。 
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

６ ３ 操作量の算
出 

放流操作装
置 

①放流操作装置(FAﾊﾟｿ
ｺﾝ)障害発生時の誤算
出防止 
②目標放流量の合理性
チェック 
③目標開度の合理性チ
ェック 

(3) 目標放流量算出処理不具合による誤制御防止 
以下のような目標放流量が算出された場合は、ゲ－ト制
御しないこと。 

       ゲ－ト制御 
監視・表示処理 

 ① 目標放流量が下流の放流制限をオ－バする。 
○   

 模擬的に目標放流量の下流放流制限加味条件を取り外 
し、目標放流量の下流放流制限オ－バを発生させる。 

下流放流制限オ－バを検出し、制御停止するとと
もに所定の通報・警報が行なわれること。 

 ② 非洪水期にもかかわらず、目標放流量が洪水流量をオ
－バする。 ○   

 システム時刻を非洪水期とし、かつ模擬的に洪水流量を
小さめにして目標放流量の洪水流量オ－バを発生させ 
る。 

洪水流量オ－バを検出し、制御停止するとともに
所定の通報・警報が行なわれること。 

 ③ 貯水位・流入量が増加しているのに、目標放流量が減
少している。 

○ 
   目標放流量が減少する状態とした時点で、貯水位を模擬

的に上昇させる。 
異常動作を検出し、制御停止するとともに所定の
通報・警報が行なわれること。 

(4) 目標開度算出処理不具合による誤制御防止 
以下のような目標開度が算出された場合は、ゲ－ト制御
しないこと。 

 ① 操作細則に従わないゲ－ト順に目標開度を割当てた。
○   

 「目標開度擬似発生処理」テストツ－ルなどにより、操
作細則に従わない目標開度を割り当てる。 

制御異常を検出し、制御停止するとともに所定の
通報・警報が行なわれること。 

 ② 目標開度が操作細則に従わない隣接ゲ－ト差を算出
した。 

○   
 「目標開度擬似発生処理」テストツ－ルなどにより、操

作細則に従わない目標開度を割り当てる。 
制御異常を検出し、制御停止するとともに所定の
通報・警報が行なわれること。 

 ③ 目標開度が操作細則に従わない微小開度（初期開度）
を算出した。 

○   
 「目標開度擬似発生処理」テストツ－ルなどにより、操

作細則に従わない目標開度を割り当てる。 
制御異常を検出し、制御停止するとともに所定の
通報・警報が行なわれること。 

 ④ 故障（或いは除外）ゲ－トに目標開度を割当てた。 
○   

 「目標開度擬似発生処理」テストツ－ルなどにより、故
障（除外）ゲ－トに目標開度を割り当てる。 

制御異常を検出し、制御停止するとともに所定の
通報・警報が行なわれること。 

７ ２ ダム水文量
の演算 

放流操作装
置 

①放流操作装置(FAﾊﾟｿ
ｺﾝ)障害発生時の誤演
算防止 
②流入量･放流量の合
理性チェック 

(1) ダム水文量算出処理不具合による誤制御防止 
 ア）放流量 
  以下のような放流量が算出された場合は、処理（算

出・表示・記録）しないこと。 

       水理水文計算処 
理 
監視・表示処理 
記録・異常処理 

 ① 開度、貯水位が増加しているのに、ゲ－ト放流量が 
減少している。 ○   

 放流量が減少する状態とした時点で、貯水位を模擬的に
上昇させる。 

放流量異常を検出し、放流量を欠側（又はスペ－
ス）するとともに所定の通報・警報が行なわれる
こと。 

 ② 下流の放流制限オ－バのチェックは増加放流中、減少
放流中の大枠内で行なうこと（放流設備切替操作時に
過渡的に減少する下流放流制限オ－バは検知しな
い）。 

○   

 放流設備間の放流量増加方向の移行操作（一旦放流量 
が減少、その後増加、例：バルブ→コンジット）を行な
う。 

下流放流制限オ－バを検知しないこと。  

  イ）流入量 
  以下のような流入量が算出された場合は、処理（算

出・表示・記録）しないこと。 

 ① 貯水位、放流量（平均値）が増加しているのに、流入
量（平均値）が減少している。 ○   

 流入量が減少する状態とした時点で、貯水位を模擬的に
上昇させる。 

流入量異常を検出し、流入量を欠側（又はスペ－
ス）するとともに所定の通報・警報が行なわれる
こと。 

８ １ 設定操作 放流操作装 
置、遠方手 
動操作装置 

①操作員の誤設定防止 
 ・うっかり設定 
 ・勘違い･思い込み設
定 
 ・不慣れ設定 

(1) うっかり、勘違い・思い込み、不慣れ設定防止 
以下のような設定が行なわれても、設定を受け付けない
こと。 

       定数設定処理 

 ① 表示されているシステム固定定数を設定しようとし
た。 

○  ○ 
 所定の画面を表示させ、システム固有定数を設定しよう

とする。 
設定することができず、受け付けないこと。  

 ② 重要な「制御定数」を設定しようとした。 
○  ○ 

 所定の画面を表示させ、制御定数を設定しようとする。 「パスワ－ドを入力してください」等のメッセ－
ジを表示し、ゲ－トが動作しないこと。 

 ③ 水理・水文演算定数を設定しようとした。 
○  ○ 

 所定の画面を表示させ、水理・水文演算定数を設定しよ
うとする。 

「パスワ－ドを入力してください」等のメッセ－
ジを表示し、ゲ－トが動作しないこと。 

 ④ 通報・警報検定定数を設定しようとした。 
○  ○ 

 所定の画面を表示させ、通報・警報検定定数を設定しよ
うとする。 

「パスワ－ドを入力してください」等のメッセ－
ジを表示し、ゲ－トが動作しないこと。 
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

９ １ 計測機能 貯水位計測 
装置、機側 
盤 

①貯水位 
 ・誤計測防止 
 ・主副貯水位切換処 
理 
②開度計 
 ・誤計測防止 
③発電電力･流量･ゲ－ 
ト情報 
 ・誤計測､入力防止 
 ・計測設備異常発生 
時の処理 

(1) 貯水位 
 ア）誤計測防止 
  以下の条件下でも正しく計測または計測異常を検知
すること。 

       入出力処理 
監視・表示処理 

 ① 風等の影響により、貯水位値が変動している。 
○   

 シミュレ－タにより貯水位を急変させる 貯水位変化速度が検出され、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ② ゲ－トの放流により、貯水位が引き込まれている。 
○   

 シミュレ－タにより貯水位を急変させる 貯水位変化速度が検出され、所定の通報・警報が
行なわれること。 

 ③ 計測信号ラインにノイズ（電源ノイズ、誘雷ノイズ）
が混入した。 

○ 
   パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、

偏差異常をそれぞれ発生させる。 
左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ④ 貯水位計の異常        

a
計測値がロックされた。 

○   
 シミュレ－タより主または副水位計の一方を変化させ、

他方を変化させない。（水位差検定） 
水位差異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

b
計測値が間違っている（計測範囲等）。 

○   
 シミュレ－タより上限異常、下限異常の模擬デ－タを入

力する。（スケ－ル検定） 
当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警
報鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

c
電源異常等で計測値がフラついている。 

○   
 シミュレ－タより模擬デ－タを上方、下方に急変させ続

ける。（パリティ検定、イリ－ガルコ－ド検定、偏差チェ
ック） 

フラついているﾃﾞ－ﾀが除去され、正常ﾃﾞ－ﾀのみ
が取り込まれること。 

d
電源異常（停電、電圧降下等）が発生。 

○  ○ 
 電源断とする。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

e
信号ケ－ブルが切れた。 

○  ○ 
 信号ケ－ブルを抜く。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 イ）計測周期 
  ゲ－トの２秒／1cmに見合った速度で計測すること。

○ 
 FL－net上のリフレッシュサイクルを測定する。 FL－net上のリフレッシュサイクルが５０ｍｓ程

度であること。 

 ウ）貯水位のバックアップ 
  主・副貯水位計故障時でも、貯水位のバックアップが

行われ、ダム水文量の演算が継続して行なわれるこ
と。 

○ ○ 

 主（及び副）水位計を異常とする。 主・副貯水位計の自動切替えが行なわれ、ダム水
文量に欠側が生じないこと。 

(2) 開度 
 ア）誤計測防止 
  以下の条件下でも正しく計測または計測異常を検知

すること。 

 ① 開度計の駆動部分が壊れた。 
○   

 パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、
偏差異常をそれぞれ発生させる。 

左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ② 計測信号ラインにノイズ（電源ノイズ、誘雷ノイズ）
が混入した。 

○   
 パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、

偏差異常をそれぞれ発生させる。 
左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ③ 開度計の異常        

a
計測値がロックされた。 

○ 
   ゲ－ト開度を変化させない状態で、シミュレ－タより開

中（または閉中）信号を入力する。（信号不良②発生） 
信号不良②を検出し、制御ロックすること。  

b
計測値が間違っている（計測範囲等）。 

○   
 シミュレ－タより上限異常、下限異常の模擬デ－タを入

力する。（スケ－ル検定） 
当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警
報鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

c
電源異常等で計測値がフラついている。 

○   
 シミュレ－タより模擬デ－タを上方、下方に急変させ続

ける。（パリティ検定、イリ－ガルコ－ド検定、偏差チェ
ック） 

フラついているﾃﾞ－ﾀが除去され、正常ﾃﾞ－ﾀのみ
が取り込まれること。 

d
電源異常（停電、電圧降下等）が発生。 

○   
 電源断とする。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

e
信号ケ－ブルが切れた。 

○  ○ 
 信号ケ－ブルを抜く。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 イ）計測周期 
  ゲ－トの２秒／1cmに見合った速度で計測すること。

○   
 FL－net上のリフレッシュサイクルを測定する。 FL－net上のリフレッシュサイクルが５０ｍｓ程

度であること。 

 ウ）ゲ－ト監視情報（ＳＶ） 
  以下の条件下でも正しく入力すること。 

 ① 入力信号ラインにノイズ（電源ノイズ、誘雷ノイズ）
が混入した。 

○   
 パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、

偏差異常をそれぞれ発生させる。 
左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ② 検出装置の異常        

a
監視情報がロックされた。 

○   
 ゲ－ト監視情報を変化させない状態で、シミュレ－タよ

り模擬開度を変化させる。（信号不良①発生） 
信号不良①を検出し、制御ロックすること。  

b
電源異常等で監視情報がフラついている。 

○   
 シミュレ－タより模擬監視情報を急変させる。（サンプ

リング、フィルタリング処理） 
正常な監視情報のみ入力されること。  
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安全機能の検査要領（案） 

項番
安全
度水
準 

機能 
関連する装

置 
安全要求仕様（概要） 安全要求仕様（詳細） 

検査要領 

関連図書名 

電気通信設備工 
事施工管理基準 

及び規格値 
(案)(平成28年3 
月)との関連 

検査実施方法 

検査方法・手順（例） 合否判定基準 場内検査 現地検査 

社内 立会 社内 立会

９ １ 計測機能 貯水位計測 
装置、機側 
盤 

①貯水位 
 ・誤計測防止 
 ・主副貯水位切換処 
理 
②開度計 
 ・誤計測防止 
③発電電力･流量･ゲ－ 
ト情報 
 ・誤計測､入力防止 
 ・計測設備異常発生 
時の処理 

c
信号ケ－ブルが切れた。 ○  ○  信号ケ－ブルを抜く 監視情報がオフされ、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴

動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 
 入出力処理 

監視・表示処理 

  エ）計測周期 
  ゲ－トの２秒／１ｃｍに見合った速度で計測するこ
と。 

○   
 FL－net上のリフレッシュサイクルを測定する FL－net上のリフレッシュサイクルが５０ｍｓ程

度であること。 

(3) 流量 
 ア）誤計測防止 
  以下の条件下でも正しく計測または計測異常を検知
すること。 

 ① 水流の流況、密度等の影響で流量計測が正しくな 
い。 

○    
パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、
偏差異常をそれぞれ発生させる。 

左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ② 計測信号ラインにノイズ（電源ノイズ、誘雷ノイズ）
が混入した。 

○ 
   パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、

偏差異常をそれぞれ発生させる。 
左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ③ 流量計の異常        

a
計測値がロックされた。 

○  ○ 
 流量計を異常とする。 当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警

報鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

b
計測値が間違っている（計測範囲等）。 

○   
 シミュレ－タより上限異常、下限異常の模擬デ－タを入

力する。（スケ－ル検定） 
当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警
報鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

c
電源異常等で計測値がフラついている。 

○   
 シミュレ－タより模擬デ－タを上方、下方に急変させ続

ける。（パリティ検定、イリ－ガルコ－ド検定、偏差チェ
ック） 

フラついているﾃﾞ－ﾀが除去され、正常ﾃﾞ－ﾀのみ
が取り込まれること。 

d
電源異常（停電、電圧降下等）が発生。 

○  ○ 
 電源断とする。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

e
信号ケ－ブルが切れた。 

○  ○ 
 信号ケ－ブルを抜く。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 イ）計測周期 
  ゲ－トの２秒／１ｃｍに見合った速度で計測するこ

と。 
○ 

 FL－net上のリフレッシュサイクルを測定する。 FL－net上のリフレッシュサイクルが５０ｍｓ程
度であること。 

(4) 発電電力 
 ア）誤計測防止 
  以下の条件下でも正しく計測または計測異常を検知

すること。 

 ① 発電所が停止した。 
○  ○ 

 流量計を異常とする。 当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警
報 
鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ② 計測信号ラインにノイズ（電源ノイズ、誘雷ノイズ）
が混入した。 

○   
 パリティ異常、イリ－ガルコ－ド異常、スケ－ル異常、

偏差異常をそれぞれ発生させる。 
左記異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴 
動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

 ③ 発電電力計測値の異常        

a
計測値がロックされた。 

○   
 発電電力を異常とする 当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警

報鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

b
計測値が間違っている（計測範囲等）。 

○   
 シミュレ－タより上限異常、下限異常の模擬デ－タを入

力する。（スケ－ル検定） 
当該ﾃﾞ－ﾀが欠測となり、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警
報鳴動、ﾗﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

c
電源異常等で計測値がフラついている。 

○   
 シミュレ－タより模擬デ－タを上方、下方に急変させ続

ける。（パリティ検定、イリ－ガルコ－ド検定、偏差チェ
ック） 

フラついているﾃﾞ－ﾀが除去され、正常ﾃﾞ－ﾀのみ
が取り込まれること。 

d
電源異常（停電、電圧降下等）が発生。 

○  ○ 
 電源断とする。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

e
信号ケ－ブルが切れた。 

○  ○ 
 信号ケ－ブルを抜く。 異常を検出し、所定のﾒｯｾ－ｼﾞ印字、警報鳴動、ﾗ

ﾝﾌﾟ点滅が行なわれること。 

  イ）計測周期 
  ゲ－トの２秒／１ｃｍに見合った速度で計測するこ

と。 
○   

 FL－net上のリフレッシュサイクルを測定する。 FL－net上のリフレッシュサイクルが５０ｍｓ程
度であること。 
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備
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Ｌ
３
Ｓ
Ｗ

Ｌ
２
Ｓ
Ｗ

処理部

記憶部

モニタ

ｷｰﾎﾞｰﾄﾞ

処理部

記憶部

プリンタ

Ｌ
３
Ｓ
Ｗ

光受信器

：本工事施工範囲

：本工事施工範囲（既設流用）

凡例

御部ダム管理用制御処理システム構成図（更新）

電灯動力盤

（LMー１）

耐雷トランス

（15kVA）

UPS装置

（10kVA）

制御電源用

分電盤

装置用分電盤

状態信号

（100V）

（100V：無停電系）

（100V：停電系）
各装置へ

機側盤等へ

入出力部

時計装置

１状態信号

（UPS装置）

（無電圧a接点）

光ケーブル（SMー6C）

光ケーブル（SMー4C）

主バルブ

予備バルブ

制水バルブ

主バルブ開度計

制水バルブ開度計

流量計室 放流バルブ室

光ケーブル（SMー2C）

非常停止

ゲート動作中

（メタルケーブル）

機側操作盤

表面取水ゲート

光成端箱

機側操作盤

放流バルブ

取水ゲート室

光ケーブル（SMー2C）

MC

MC

予備バルブ開度計

流量計本体

水温計本体

超音波流量計

放流水温計

（宿直室）

大型モニタ

大型モニタ （操作室）

（事務室）

警報盤

：別途施工範囲

光成端箱

貯水位光伝送装置

大型モニタ

表示装置

（宿直室）

警報盤

（RS-232C）

（RS-232C）

既設OAラック・OAﾃﾞｽｸに収容

既設OAラックに収容

既設OAラック・OAﾃﾞｽｸに収容

MC

データロガー

操作表示器

遠隔伝送装置VPNルータ

VPNルータ

警報盤

VPNルータ

VPNルータ

多
重
無
線
設
備

Ｌ
３
Ｓ
Ｗ

遠方伝送装置

①

①

①

②

②

②

②

動作中

動作中

動作中
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御部ダム管理用制御処理設備設置工事　機器仕様書

別紙-3 水文量計算仕様書



名　称 備   考

貯水位対総貯水容量表 御部ダム

非常用洪水吐　Ｈ－Ｑ関係表 御部ダム

常用洪水吐　Ｈ－Ｑ関係表 御部ダム

河川放流主バルブ　Ｈ－Ａ－Ｑ関係表 御部ダム

御部発電所 発電使用水量 Ｈ－Ｐ－Ｑ関係表 御部ダム

水文量計算仕様書　目　次



 １．貯水位対総貯水量表

ＮＯ.
貯水位
（EL.ｍ）

総貯水量

（ｍ
3
）

ＮＯ.
貯水位
（EL.ｍ）

総貯水量

（ｍ
3
）

ＮＯ.
貯水位
（EL.ｍ）

総貯水量

（ｍ
3
）

ＮＯ.
貯水位
（EL.ｍ）

総貯水量

（ｍ
3
）

1 76.00 0 26 107.00 6,585,000 51 76
2 78.00 107,000 27 108.00 7,051,000 52 77
3 80.00 214,000 28 109.00 7,521,000 53 78
4 82.00 454,000 29 110.00 7,991,000 54 79
5 84.00 694,000 30 111.00 8,571,000 55 80
6 86.00 936,000 31 112.00 9,151,000 56 81
7 89.00 1,300,000 32 113.00 9,735,000 57 82
8 90.00 1,408,000 33 114.00 10,320,000 58 83
9 91.00 1,585,000 34 115.00 10,910,000 59 84
10 92.00 1,763,000 35 116.00 11,500,000 60 85
11 93.00 1,941,000 36 117.00 12,230,000 61 86
12 94.00 2,120,000 37 118.00 12,966,000 62 87
13 95.00 2,300,000 38 119.00 13,702,000 63 88
14 96.00 2,577,000 39 120.00 14,442,000 64 89
15 97.00 2,854,000 40 121.00 15,382,000 65 90
16 98.00 3,132,000 41 122.00 15,855,000 66 91
17 98.60 3,300,000 42 122.50 16,800,000 67 92
18 99.00 3,433,000 43 123.00 17,260,000 68 93
19 100.00 3,766,000 44 124.00 18,180,000 69 94
20 101.00 4,120,000 45 125.00 19,100,000 70 95
21 102.00 4,475,000 46 126.00 20,022,000 71 96
22 103.00 4,835,000 47 127.00 20,944,000 72 97
23 104.00 5,200,000 48 128.00 21,866,000 73 98
24 105.00 5,660,000 49 129.00 22,788,000 74 99
25 106.00 6,120,000 50 130.00 23,710,000 75 100



 ２．非常用洪水吐　H-Q

ＮＯ.
貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
ＮＯ.

貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
ＮＯ.

貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
ＮＯ.

貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
1 89.00 0.00 26 51 76
2 122.50 0.00 27 52 77
3 123.00 76.40 28 53 78
4 123.50 216.00 29 54 79
5 124.00 396.80 30 55 80
6 124.50 610.90 31 56 81
7 125.00 853.80 32 57 82
8 125.50 1122.40 33 58 83
9 34 59 84
10 35 60 85
11 36 61 86
12 37 62 87
13 38 63 88
14 39 64 89
15 40 65 90
16 41 66 91
17 42 67 92
18 43 68 93
19 44 69 94
20 45 70 95
21 46 71 96
22 47 72 97
23 48 73 98
24 49 74 99
25 50 75 100



 ３．常用洪水吐　H-Q

ＮＯ.
貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
ＮＯ.

貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
ＮＯ.

貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
ＮＯ.

貯水位
（EL.ｍ）

放流量

（ｍ3/ｓ）
1 89.00 0.00 26 122.00 593.00 51 76
2 98.60 0.00 27 122.50 599.50 52 77
3 99.00 4.70 28 123.00 605.90 53 78
4 100.00 30.60 29 123.50 612.30 54 79
5 101.00 68.70 30 124.00 618.60 55 80
6 102.00 115.90 31 124.50 624.80 56 81
7 103.00 170.50 32 125.00 631.00 57 82
8 104.00 231.90 33 125.50 637.10 58 83
9 105.00 296.30 34 59 84
10 106.00 321.40 35 60 85
11 107.00 344.70 36 61 86
12 108.00 366.60 37 62 87
13 109.00 387.20 38 63 88
14 110.00 406.70 39 64 89
15 111.00 425.40 40 65 90
16 112.00 443.20 41 66 91
17 113.00 460.40 42 67 92
18 114.00 477.00 43 68 93
19 115.00 493.00 44 69 94
20 116.00 508.40 45 70 95
21 117.00 523.50 46 71 96
22 118.00 538.10 47 72 97
23 119.00 552.30 48 73 98
24 120.00 566.20 49 74 99
25 121.00 579.80 50 75 100



 ４．河川放流主バルブ　H-A-Q

貯水位（EL.ｃｍ）、開度（ｍｍ）、放流量(0.01m
3
/s）



 ４．河川放流主バルブ　H-A-Q

貯水位（EL.ｃｍ）、開度（ｍｍ）、放流量(0.01m
3
/s）



 ５．御部発電所 発電使用水量　Ｈ－Ｐ－Ｑ

貯水位（EL.ｃｍ）、発電使用水量(0.01m
3
/s）、発電電力(kW)







































































































































































位　置　図

浜田県土整備事務所

御部ダム



頁0-0001

費目・工種・施工名称など 数       量 単  位 単      価 金      額 備                考

本工事費

機器費

機器費

材料費

材料費

労務費

据付・撤去労務費

調整労務費

直接経費

         1     式

         1     式

         1     式

         1     式

工事数量総括表



頁0-0002

費目・工種・施工名称など 数       量 単  位 単      価 金      額 備                考

運搬費

処分費

直接工事費

共通仮設費（

率分）

共通仮設費計

純工事費

現場管理費

機器間接費

技術者間接費

１式

   １式

   １式

式

         1     式

         1     式

工事数量総括表



頁0-0003

費目・工種・施工名称など 数       量 単  位 単      価 金      額 備                考

機器管理費

間接工事費

工事原価

一般管理費等

工事価格

消費税及地方

消費税相当額

工事費

工事価格計

消費税及地方

消費税相当額

１式

１式

１式

１式

工事数量総括表



頁0-0004

費目・工種・施工名称など 数       量 単  位 単      価 金      額 備                考

工事費計

工事数量総括表


